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 入札契約手続きにおける取り組み

1 余裕期間制度の活用
H27

（R2.4改）
○ ○ ○ ○ ○ ○

原則全ての工事（供用に影響する場合や維持工事など工期に制約があるも
のは除く）

○ 70

2 施工能力簡易確認型
H29

※R1・R2休止
○ ○ ○ ○ ○ 全ての工事種別の施工能力評価型の工事（一括審査方式との併用不可） ○ 75

3 段階選抜型入札方式
H23

（H28改）
○ 一般土木工事（WTO対象） ○ 79

4 一括審査方式
H25

（R1.7改）
○ ○ ○ ○ ○ ○

受注機会確保のため、複数工事への参加に対し受注工事は１工事（技術者
1名）を基本。
競争性が確保出来ない工事は、複数工事の受注を可能（技術者複数名）

○ ○ 85

5 工事関連データの提供 H21 ○ WTO対象工事、トンネル工事、橋梁上下部工事 ○ 88

6 ITを活用した現場説明会 H22 ○ 利害関係者が多いことや近接工事があるなど複雑な工事 ○ 89

7
地域維持型建設競合企業体により
競争参加することができる契約方式

H23
（R1.7拡大）

○ ○ ○ ○ ○ ○
修繕、パトロール、災害応急対応、除雪等
R1.7より維持管理に該当しない新設・改築工事を除く、維持修繕工事、防災
工事、補修工事等に拡大

○ ○ 90
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 総合評価における取り組み

1 維持修繕工事等の受注実績を評価 R2.1 ○ ○ ○ ○ 分任官発注の全ての一般土木工事、維持修繕工事、法面処理工事 ○ ○ 41

2 週休２日達成企業を評価 R1.10 ○ ○ ○ ○
WTO対象工事を除く全ての工事（営繕工事、チャレンジ型、地域防災担い手
確保型除く）

○ 40

3 週休２日実施宣言企業を評価 R2.4 ○ ○ ○ ○
週休2日試行対象工事のうち、受注者希望方式の工事（チャレンジ型、地域
防災担い手確保型除く）

○ 43

4 ICT活用工事
H28

（R2.4改）
○ ○ ○ ○ ○ ○

工事内容により選択（チャレンジ型、地域防災担い手確保型は施工者希望
Ⅱ型のみ適用、企業能力評価型は、技術者評価を行わない発注者指定Ⅰ
型、施工者希望Ⅱ型のみ適用）

○ 56

5 中国i-Construction表彰企業を評価 R2.4 ○ ○ ○ ○
WTO対象工事、チャレンジ型、営繕チャレンジ型、地域防災担い手確保型を
除く工事

○ 44

6 ICT活用企業・技術者を評価
R1.10
（R2.4改）

○ ○ ○ 全てのICT対象工事（WTO対象工事を除く） ○ 45

7 配置予定技術者評価の緩和
H24.9
（R2.4改）

○ ○ ○ WTO対象工事を除く全ての工事（営繕工事を除く） ○ 46

8 地元企業活用促進型 H21 ○ ○ ○ ○ ○
一般土木B工事→原則実施（ただし、特定専門工事審査型優先）
一般土木B工事以外→積極的実施
※R2は地域の実情を踏まえながら試行を適用する

○ 63

9 若手技術者育成型
H26

（R2.4改）
○ ○ 全ての本官工事（WTO対象工事含む） ○ 64

10 特定専門工事審査型 H19 ○ ○ ○ 特定専門工事（杭基礎工、地盤改良工、法面アンカー工）を含む工事 ○ 65

11 現場担当技術者評価型
H24.10
※R2休止

○ ○
3億円以上または工事難易度Ⅲ以上の工事（工事内容を勘案し、工事難易
度Ⅱの工事でも適用可能とする）

○ 66

12 チャレンジ型
H27

（R2.1改）
○ 工事難易度Ⅱ以下で1億円程度までの工事 ○ 67

13 営繕チャレンジ型 R1.10 ○ 工事難易度Ⅲ以下で1億円程度までの営繕工事（土木営繕工事を含む） ○ 68

14 企業能力評価型 R2.7 ○
工事難易度Ⅱ以下（営繕工事はⅢ以下）で予定価格２億円程度以下の工
事のうち、技術者の配置が見込めず、競争性の確保が見込めない工事。

○ 69

Ⅰ型 ○ ○ ○ ○
NETIS登録等の実用段階にある技術活用を求める工事（R2～新技術活用
義務化により、土木工事では該当なし）

Ⅱ型 ○ ○ 実用段階に達していない技術等の検証関する提案を求める工事

16 地域防災担い手確保型
R1

※R1・R2限定
○ 1億円程度以下かつ工事難易度Ⅱ以下の一般土木工事・維持修繕工事 ○ 73

17 女性技術者活用促進型 R2.4 ○ ○ ○
WTO対象工事、チャレンジ型、営繕チャレンジ型、地域防災担い手確保型、
企業能力評価型を除く工事

○ 74

18 WLB等推進企業を評価 H28.12 ○
一般土木A等級又は建築A等級の企業を対象とする段階選抜方式による工
事

○ 77

19 成績評定重視型 H28 ○ ○ 3億円未満の施工能力評価型による工事 ○ 78

20
トンネル覆工コンクリートの長期保証
に対するインセンティブ

R1 ○ 段階選抜型入札方式によるトンネル工事 ○ 39
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令和２年度（10月以降）の入札・契約運用
令和２年度は下記のとおり運用を行う。

2

赤字は今回改訂箇所



令和２年度の入札・契約見直し方針

3

■競争性確保
No. 項目 現　状　と　課　題　等 見　　直　　し　　概　　要

1 企業能力評価型の導入（新規）
「防災・減災、国土強靱化のための３ヶ年緊急対策」や「平成３０年
７月豪雨災害」による災害復旧工事等により、広島県・岡山県を中心
とした地域において、急激に工事量が増加。

同種性の高い技術者が配置出来ない場合においても競争性を保てるよ
う、配置予定技術者の能力評価を行わず、企業の能力等で評価を行う

2 監理技術者の兼務（新規）

■令和元年６月 建設業法において、長時間労働の是正や現場の処遇改
善等とあわせ、監理技術者の兼務を可能とする制度を盛り込んだ改正
案が成立し、交付された。
■令和２年１０月１日の一部施行により、建設業法第２６条第３項た
だし書の規定を適用し監理技術者の兼務が可能となり、政令により、
監理技術者の行うべき職務を補佐するものの要件、兼務できる件数が
規定された。

兼務条件を満たす工事においては、特例監理技術者として２工事まで
兼務可能。

■担い手確保
No. 項目 現　状　と　課　題　等 見　　直　　し　　概　　要

3 若手技術者等の雇用評価（拡大）

令和２年４月７日に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を
鑑み、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言
が発令され、求人の減少、派遣契約や採用内定の取消等の動きが現
れ始めている状況。

・これまでの若手技術者等の雇用に加え、年齢に係わらず新規の正規雇用がな
された実績を評価する。

■働き方改革
No. 項目 現　状　と　課　題　等 見　　直　　し　　概　　要

4 労務費見積尊重宣言
建設業の労務賃金が全産業の約２割低いことを受け、平成30年9月「労
務費見積尊重宣言」を行い、日建連として取り組みを推進している。

下請企業からの労務費見積を尊重する企業に対して、総合評価におい
て加点評価する。

■生産性向上

No. 項目 現　状　と　課　題　等 見　　直　　し　　概　　要

9 ICT活用対象工事の拡大 ICT土工、舗装、河川しゅんせつ、地盤改良を対象としてきた。 左記に加え、ICT法面工、舗装修繕を追加。



経 緯

会 計 法 制 定

公共工事品質確保法の制定

明治２２年

明治３３年

平成 ６年

平成１２年

平成１７年

平成１９年

WTO対象工事

H17年度：３億円以上の工事
H18年度：２億円以上の工事

価格と品質が総合的に
優れた調達

透明性の確保、公正な競
争の促進

原則 一般競争方式
（法２９条の３）

指 名 競 争 方 式 に 転 換

一 般 競 争 方 式 の 導 入

入札契約適正化法の制定

一 般 競 争 方 式 の 拡 大

不良不適格業者の
排除の徹底等

一 般 競 争 方 式 の 拡 大
H19年度：１億円以上の工事
H20年度：6千万円以上の工事

平成１１年 総合評価落札方式の試行

総合評価落札方式の本格導入

平成２０年 総合評価落札方式の原則実施

ゼ ネ コ ン 汚 職平成 ５年

政 府 調 達 協 定 交 渉

橋 梁 談 合

水 門 談 合

１．指名競争入札から一般競争入札へ

○明治３３年に不良不適格業者の排除の観点から、指名競争入
札方式が導入され、以降、指名競争入札が公共工事の入札の
基本とされてきた。

○平成５年に、贈収賄事件により、客観性・透明性・競争性の高い
入札・契約方式への改革が求められ、また、建設市場の国際化
への要請もあり、政府調達協定対象の工事において、一般競争
入札方式が導入された。

○その後、平成１７年の橋梁談合、平成１９年の水門談合の摘発
を契機に、一般競争入札方式の適用対象工事が拡大され、平成
２０年度から、予定価格６千万円以上の工事については、原則、
一般競争入札方式を適用されることとなり、現在に至る。

２．価格競争から総合評価落札方式へ

○平成１７年に品確法が成立し、総合評価落札方式が本格的に
導入され、以下の効果が期待された。

①必要な技術的能力を有する者が施工することによる公共工事
の品質確保

②民間企業の高度な技術提案の活用による公共工事の効率的
な執行

③価格以外の多様な要素が考慮された競争が行われることで、
談合が行われにくい環境の整備

○平成２０年度からは、総合評価落札方式を原則実施することと
し、現在では、ほぼすべての工事で適用している。

入札落札方式の経緯

H7.12協定締結

施工体制確認型の試行拡大

平成１８年 施 工 体 制 確 認 型 の 試 行

二 極 化 の 全 面 試 行平成２５年

公共工事品質確保法の改正平成２６年 H26.6.4 公布・施行

4公共工事品質確保法の改正令和元年 R1.6.7 公布・施行



～H16 H17下半期～ H18 H19 H20

全国 WTO対象のみ
予定価格
3億円以上

予定価格
2億円以上

予定価格1億円以上
（水門設備工事については

原則すべて一般競争入札へ移行）

予定価格
0.6億円以上

中国地整 WTO対象のみ
予定価格
3億円以上

・下記を除く工事種別は原則実施
・一般土木　　0.6億円以上
・建築等   　　1億円以上
・機械設備（ｴﾚﾍﾞｰﾀ）　WTO案件

・下記を除く工事種別は原則実施
・一般土木等　　　　0.6億円以上
・電気設備（土木）等　1億円以上
・機械設備（ｴﾚﾍﾞｰﾀ）　WTO案件

原則実施

政府調達協定（ＷＴＯ）の対象基準額は令和２年度から６．９億円

一般競争入札の拡大・拡充

5



一般競争入札について

6

国の調達については、契約に関する公告を行い、一定の資格がある不特定多数の
希望者すべてを競争入札に参加させることを原則としている。

契約担当官及び支出負担行為担当官（以下「契約担当官等」という。）は、売買、貸借、請負その他の契約を締
結する場合においては、第三項及び第四項に規定する場合を除き、公告して申込みをさせることにより競争に付
さなければならない。

② 前項の競争に加わろうとする者に必要な資格及び同項の公告の方法その他同項の競争について必要な事
項は、政令でこれを定める。

会計法第二十九条の三 一般競争の原則

【メリット】
・広範囲な参加により、競争性が高まる。
・発注者の恣意性を排除し易い
・入札談合を行いにくくし得る。

○不良・不適確業者を競争参加審査の対象から除外
○適切な競争参加条件（過去の工事実績及び成績、地域要件等）の設定

発注者が予め運用方針を定める事が必要

【デメリット】
・施工能力の劣る業者や不誠実な業者を排除することが困難。
・入札審査等の事務量が増大する。

第三項 競争に付することが不利 ⇒ 指名競争

第四項 競争に付することが不利 ⇒ 随意契約



【競争参加資格】一般競争参加資格の要件
◆予決令第７０条（一般競争に参加させることができない者）

◆予決令第７１条（一般競争に参加させないことができる者）

※ ※

※施工能力評価型（Ⅱ型）では、「施工計画」を求めないので「施工計画」を競争参加資格条件とはしない。

政府調達協
定対象
（WTO）

政府調達協
定対象外
（WTO以外）

① 予決令第70条及び第71条 予決令第70条及び第71条へ該当しない ○ ○

一般競争参加資格の認定を受けている ○ ○

経営事項評価点数（一般土木、建築、電気設備及び暖冷房衛生設備） ○

対象工事種別に対する等級区分 ○

③ 会社更生法・民事再生法 会社更生法又は民事再生法に基づく申立てがなされていない ○ ○

④ 指名停止 指名停止を受けている期間中でない ○ ○

⑤ 警察からの排除要請 警察当局から排除要請がない ○ ○

⑥ 企業の施工実績等 同種工事の施工実績（６５点未満のものを除く）を有する ○ ○

競争参加希望者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある ○ ○

配置予定技術者の資格 ○ ○

同種工事の施工経験（６５点未満のものを除く）を有する ○ ○

⑧ 当該対象工事種別の施工実績 過去２年間の工事成績の平均が６５点以上 ○

⑨ 施工計画 施工計画が適正である ○ ○

⑩ 地域要件 工事施工対象となる地域内に本店、支店又は営業所が所在する ○

⑪ 設計業務等の受託者との関連 設計業務等の関連業者でない ○ ○

⑫ 入札参加者間の資本・人的関係等 入札に参加しようとする者の間に資本関係及び人的関係がない ○ ○

⑬ 建設業退職金共済制度等の加入 建設業退職金共済制度等に加入している ○

⑭
下請企業表彰を受けた企業の参入制
限

下請企業表彰を受けた企業は当該工事の他の競争参加希望者の下請負人として
参入を予定していないこと

○

⑮
機器の製作・設置に関する体制及び
能力

設計管理、工程管理、検査・試験を自らが実施できる体制と能力を有する（受変電
設備工事及び通信設備工事に係る機器の製作）

○

⑯
機器の引き渡し後の障害等の支援体
制及び補修部分の供給体制

引き渡し後において、障害時の支援体制、補修部品の供給体制並びに発注者から
の技術的内容についての問い合わせ等に対応できる体制を確保している（受変電
設備工事及び通信設備工事に係る機器の製作）

○

競争参加資格条件

② 一般競争参加資格の認定

⑦ 配置予定技術者
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（
予
定
価
格
）

一般競争入札（政府調達協定対象）

R２中国運用

施工実績等の条件を付して公告し、条件を満足している企業
は全て入札に参加

政府調達協定対象に対し、等級区分、地域要件、工事成績、
その他地整局長が必要と認める事項を新たに追加した条件を
付して公告し、条件を満足している企業は全て入札に参加

６．９億円

一般競争入札

・原則、全て一般競争入札

０．６億円

R１中国運用

・原則、全て一般競争入札

０．６億円

【競争参加資格】入札落札方式と工事種別毎の等級区分

（港湾空港関係を除く工事）

６．８億円

8

本官
（局長）

Ｂﾗﾝｸ

負担行為
担当官

Ａﾗﾝｸ

Ａﾗﾝｸ

Ａﾗﾝｸ

Ａﾗﾝｸ

Ｃﾗﾝｸ

３億円

01一般土木 02ｱｽﾌｧﾙﾄ 04造 園 07電気設備

08暖冷房
衛生設備

Ｂﾗﾝｸ

１.２億円

Ｂﾗﾝｸ

0.25億円
Ｃﾗﾝｸ

Ｂﾗﾝｸ

２億円

05建 築

分任官
（事務所長）
ただし官庁営
繕に係るもの
は2.0億円未満

０.５億円

７.２億円

03鋼橋上部

06木造建築

09Ｃｏ舗装

10ＰＣ

11法面処理

12塗装

13維持修繕

14しゅんせつ

15グラウト

16杭打ち

17さく井

18ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ建築

19機械設備

20通信設備

21受変電設備

その他
※ﾗﾝｸ無し

３億円

◇R2・R3の政府調達協定対象工事の対象額が変更



工事規模

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

Ｃ

技術難易度

6.9億円
Ａ

3.0億円
Ａ+Ｂ

(難易度Ⅱ以下)
2.0億円

B+A(難易度Ⅳ以上)
1.5億円

Ｂ
0.5億円

     WTO ランクに関わらず、経営力（経審１１００点以上）を有し、

工事実績を有していれば参加可能

【競争参加資格】発注標準と地域要件【標準】

競争参加資格要件は、工事種別毎に予定価格に対応する等級区分により定める。

地域要件は、工事規模、工事内容等を勘案のうえ設定する。（整備局管内、県内、生活圏内等）

なお、予定価格が３億円未満の維持修繕工事、一般土木工事等において、緊急時の初動体
制の確保や地域への精通度を考慮する必要がある工事については、当該工事施工箇所周
辺地域における本店に限定することができるものとする。

《発注等級区分の特例》

①一般土木、建築工事の場合

9
※1 Ｃ等級の者の実績で競争性が十分確保できる場合は

Ｃ等級のみとできるものとする

②電気設備及び暖冷房衛生設備の場合

※1



工事規模

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

C+B
2.0億円

C

技術難易度

     WTO
6.9億円

 B4.5億円
B+C

3.0億円

（※B等級に認定されている者のみでは、競争
性を確保した上での適切な施工が見込めない

工事の場合は、A+Bとすることができる。）

ランクに関わらず、経営力（経審１２００点以上）を有し、

工事実績を有していれば参加可能

工事規模

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

C

技術難易度

6.9億円

 B4.5億円
B+C

3.0億円
C+B C+B

2.0億円

     WTO

（※B等級に認定されている者のみでは、競争
性を確保した上での適切な施工が見込めない

工事の場合は、A+Bとすることができる。）

ランクに関わらず、経営力（経審１２００点以上）を有し、

工事実績を有していれば参加可能

【競争参加資格】発注等級区分の特例緩和【見直し】

■一般土木工事及び建築工事のうち、入札参加者が少なく競争性の確保が見込めない工事においては、工事請負業者選定事務処理要領に基づき

直近上位または下位等級を含めた発注を行っている。

■一般土木工事に関する特例（H31~R2）
▶H31～予定価格が２億円以上３億円未満の難易度Ⅱ以下の工事について、Ｃ＋Ｂに運用拡大。（広島県限定）
▶R2年度は広島県限定から中国地方整備局管内全域に適用地域を拡大。

■その他の工事種別に関する特例

▶入札参加者が少なく競争性の確保が見込めない工事の場合、工事請負業者選定事務処理要領第１６四を適用し、直近上位又は下位等級を含め

て競争性の確保を図る。

※1
※2 事務処理要領第１６二の規定により、B+Cとしている。

B等級の者の実績で競争性が十分確保できる場合は
B等級のみとできるものとする。

※1

■H31~R2限定緩和（一般土木工事のみ）

事務処理要領第１６四
の規定により拡大

10

■基本

■事務処理要領第１６四の拡大例（アスファルト舗装（電線共同溝）の場合）

※3 電線共同溝工事等、競争性を確保し
た上での適切な施工が見込めない工
事は、事務処理要領第１６四の規定に
より、A+Bとすることができる。

工事規模

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
技術難易度

A

B

     WTO
6.9億円

1.2億円

ランクに関わらない

工事規模

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
技術難易度

A

B

     WTO
6.9億円

1.2億円

ランクに関わらない

※3

※3

※2
※2

※1 事務処理要領第１６三の規定により、C+Bとしている。
Ｃ等級の者の実績で競争性が十分確保できる場合は
Ｃ等級のみとできるも のとする。

◇競争性をより高めるため、C+B（等級区分）の適用範囲を広島県限定から中国地方整備局管内全域に拡大

（一般土木工事・建築工事） ※建築工事は基本のとおり

【H31：広島県限定】⇒【R2：中国地方整備局管内全域】



◆競争参加資格要件における数値要件の撤廃

◇「国土交通省直轄工事における品質確保促進ガイドラインについて」(平成17年9月30日)により、競争参加資格要件として、
同種工事の施工実績において数値基準を設定しているところであるが、入札参加者数の拡大を図ることから３．０億円未満

の工事において、競争参加資格要件では数値基準を求めず、加算点において評価する方式を試行する。

【競争参加資格】同種工事として求める実績要件

※Ｈ２２年度より、簡易型を対象に実績（数値）要件を、総合評価項目として加算点評価を実施
※Ｈ２４年度１０月より、施工能力評価型でも、競争参加資格要件として数値要件の設定を行っていない。

入札説明書（抜粋）

数値要件の撤廃

競争参加者数の拡大を図るため、同種工事として求める実績要件について、予定価格が３億円
未満の施工能力評価型を対象に試行する。
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＜対象工事＞

■分任官工事であること。（営繕工事にあたっては、予定価格２億円未満の本官工事も対象）

■技術的難易度Ⅱ以下の工事であること。

＜兼務要件＞

■兼務できる工事は２件までとし、「維持工事（24時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事）」同士でないこと。

■監理技術者補佐を専任で配置できること。（入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。）

■兼務できる工事範囲は元請として職務が適正に遂行できる範囲内（双方の工事間が10km程度以内）であることとし、発注者が兼任可能な市町村

を入札説明書等に記載。

■監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は、特例監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。（土木なら土木）

【競争参加資格】監理技術者の兼務【新規】

■令和元年６月 建設業法において、長時間労働の是正や現場の処遇改善等とあわせ、監理技術者の兼務を可能とする制度を
盛り込んだ改正案が成立し、交付された。

■令和２年１０月１日の一部施行により、建設業法第２６条第３項ただし書の規定を適用し監理技術者の兼務が可能となり、政
令により、監理技術者の行うべき職務を補佐するものの要件、兼務できる件数が規定された。

12

令和２年１０月から

◇建業法改正に伴い、監理技術者の兼務が可能

【現 状】 【改正後】
■兼務を認める場合、上記兼務要件に加え以下条件が必要。

・特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制。
・特例監理技術者は、主要な会議への参加、現場巡回、主要な工程の
立会等を適正に遂行。
・監理技術者補佐が担う業務等を明らかにする。

■特例監理技術者と常駐義務のある現場代理人の兼務は認め
ない。（監理技術者補佐と現場代理人は兼務可能）



発注者が示す仕様に基づき施工する上で、特に重要と考えられる工
種における「施工計画」についての記述を求め、適切で確実な施工を
行う能力を有しているか確認をするものである。

したがって、標準以上の提案をもとめているものではない。

◆施工計画に記載する着目点（施工計画）は、１項目とする。

【競争参加資格】競争参加希望者に求める施工計画
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【施工能力評価型（Ⅰ型） 】 【技術提案評価型】

施工上の工夫等に関する「具体的な施工計画」の提出を求めその実

現性や安全性等について審査を行う。

また、定量的な項目だけでは提案に対する多面的評価が困難とな

る恐れがあるため、定量的な評価項目を求める場合には定性的な評

価項目も併せて設定することを基本とする。

○総合的なコストの縮減に関する技術提案

○工事目的物の性能、機能の向上に関する技術提案

○社会的要請への対応に関する技術提案

◆技術提案の指定テーマは、１テーマを原則とするが、必要に応じて

２テーマとすることができる。

◆指定テーマに対する技術提案は、各テーマ毎に最大５つを基本と

する。

施工計画の記述が発注者が示す仕様の範囲内で現場条件等を踏ま

え、適切であれば「可」、不適切あるいは未記載であれば「不可」 （競争
参加資格を認めないこと）として工事の確実な施工に資するか否かを
審査する。

【失格とする場合の例】

①設計内容や設計条件（設計図書、特記仕様書等）に変更を伴う記

載の場合

②工事の内容と無関係な記載である場合

③基準や指針と不整合な記載である場合

④関係法令に違反する場合

⑤未記載又は一部未記載で内容の確認が出来ない場合

⑥未提出の場合

技術提案の評価は総合評価の段階で行うが、内容が不適切あるい
は未記載であれば失格（競争参加資格を認めないこと）とする。

【失格とする場合の例】

①最低限求めた事項が記載されていなかった場合

②記載内容が極一部に限られ、技術力の有無が確認できない場合

③標準案の一部又は全部を変更して施工計画を提出する場合にお

いて、変更された技術提案の１以上の提案が「否」となった場合



地域要件の緩和の変更【R1・R2限定】

広島県内事務所の競争参加資格における地域要件を地方生活圏から県内に拡大。

《地域設定の標準的な考え方》
・本支店営業所の所在地（参加資格要件）

一般土木工事Ｃ ランク 及び維持修繕工事

広島県内事務所

広島地方生活圏

備後地方生活圏

備北地方生活圏

・太田川河川事務所
・広島国道事務所
・土師ダム管理事務所
・温井ダム管理所
・弥栄ダム管理所

・福山河川国道事務所
・八田原ダム管理所

・三次河川国道事務所

＜現在の設定＞

広島県内

＜緩和策＞
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総合評価落札方式の適用工事の拡大：平成２０年度からは原則実施

総合評価落札方式の拡大・拡充

H11～ H14 H17 H18 H19 H20～

全国 試行開始
全契約金額の
２割以上で実施

全契約金額の
４割以上で実施

全契約金額の
８割以上で実施

（件数ベース５割以上）

全契約金額の
９割以上で実施

（件数ベース６割以上）
原則実施

中国地整
・H12 ： 3件
・H13 ： 8件

・H14 ： 21％
・H15 ： 25％
・H16 ： 25％

全発注金額の
５割以上

全発注金額の
８割以上

原則実施
・H12：1件

・H13：3件

15



工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的に評価して落
札者を決定する方式

予め、入札公告等において、
技術提案を求める内容
技術提案の評価の方法

を公表

提出された技術提案を公表され
た評価方法に従って審査し、技術
提案毎に技術点を決定

技術提案
の提出

【総合評価の評価項目例】

技術提案に関する項目 工期短縮、品質向上、環境の維持（騒音・振動・水質汚染など） など

施工能力等に関する項目 企業・技術者の過去の同種工事実績、工事成績 など

地域精通度・貢献度等に関する項目 災害協定の締結、災害協定に基づく活動実績 など

評価値＝
技術評価点

入札価格

価格

技
術
評
価
点

予定
価格評価値

落札者

標準点
(100点)

150点（110～200点）

加算点

【総合評価落札方式の手続きの流れ】

【総合評価落札方式の仕組み】

予定価格の範囲内で、評価値が最も高い者を落札者とする方式のこと。

技術評価点

提案内容により、標
準点に加算点を付与。
技術提案が適切でな
い場合は、標準点を
与えない。

右図のよ
うに、「傾
き」を示す。

B

A

C
D

E

工事の総合評価落札方式の概要

最低価格入札者
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総合評価落札方式改善の方針

＜総合評価落札方式の課題＞

＜総合評価落札方式の改善の方針＞

建設業許可、競争参加資格審査、競争参加資格要件設定との適切な役割分担のもと

①施工能力の評価と技術提案の評価に二極化
②施工能力の評価は大幅に簡素化
③技術提案の評価は品質の向上が図られることを重視

品確法の成立、総合評価落札方式の適用拡大

透明性確保
のための技
術提案採否
の通知

競争参加者
の増加

技術提案・審査に係る
競争参加者・発注者の負担増

高度技術提案型の
低い適用率

技術提案を
求める工事
の拡大

手持ち工事量や
地域貢献の評価
要望による評価
項目の複雑化

品質確保の理念
からのかい離

民間の技術力活用
の理念からのかい離

平成２４年２月２８日
総合評価方式の活用・改善等
による品質確保に関する懇談会
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1
8

二
極
化

従
来

簡易型 標準型 高度技術提案型

Ⅱ型 Ⅰ型 Ⅲ型 Ⅱ型 Ⅰ型

企業が発注者の示す仕様に基づき、
適切で確実な施工を行う能力を有
しているかを確認する場合

発注者が示す標準的な仕様（標準案）に対し社会的要請の高い特定の
課題について施工上の工夫等の技術提案を求める場合

通常の構
造・工法で
は制約条
件を満足
できない
場合

有力な構
造・工法が
複数あり、
技術提案で
最適案を選
定する場合

高度な施工技
術等により社
会的便益の
相当程度の
向上を期待す
る場合

社会的要請の高い特定の技術的課題に関する施工上の工夫等に係る提案

必要に応じ実施

技術提案に基づき予定価格を
作成

確実な施工に資する簡易な施工計画
施工方法に加え、工事
目的物そのものに係る
提案

高度な施工
技術等に係
る提案

施工能力評価型 技術提案評価型

Ⅱ型 Ⅰ型 S型 ＡⅢ型 ＡⅡ型 AⅠ型

企業が、発注者の示す仕様に基づき、適切で確実な
施工を行う能力を有しているかを、施工計画を求め
て確認する工事

標準案に基づき作成 技術提案に基づき作成

施工計画提案内容

予定価格

評価方法 実績で評価 可・不可の二段階で評価 点数化

点数化して評価

企業が、発注者の示す
仕様に基づき、適切で
確実な施工を行う能力
を有しているかを、企
業・技術者の能力等で
確認する工事

施工上の特定の課題等に関
して、施工上の工夫等に係る
提案を求めて総合的なコスト
の縮減や品質の向上等を図
る場合

施工上の工夫等に係る提案

通常の構
造・工法で
は制約条
件を満足で
きない場合

有力な構造・工
法が複数あり、
技術提案で最
適案を選定する
場合

部分的な設計変更を
含む工事目的物に対
する提案、高度な施
工技術等により社会
的便益の相当程度の
向上を期待する場合

施工方法に加え、工事目
的物そのものに係る提案

部分的な設計変更や
高度な施工技術等に
係る提案

提案内容

予定価格

評価方法

施工能力を評価する 施工能力に加え、技術提案を求めて評価する

設計図書に定める標準案に基づき予定価格を作成

高
度
技
術
提
案
型
適
用
対
象
工

事
で
あ
る
が
、
標
準
型
を
適
用

し
て
い
る
工
事

ヒアリング

ヒアリング 実施しない 必須必要に応じて実施（施工計画の代替も可）

標準案に基づき作成

段階選抜 実施しない ヒアリングの適用に際し必要に応じて実施 必須※２

WTO対象工事は必須※１、
それ以外は必要に応じて実施

WTO対象工事は必須※２、
それ以外は必要に応じて実施

総合評価方式は二極化を全面試行（Ｈ25～）
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総合評価落札方式の適用の概要

※個別工事に際しての技術審査：企業の施工能力の確認を行う。
※技術提案の審査・評価：技術提案の実現性等を確認（審査）した上で、技術提案の点数付け（評価）を行う。
※施工計画の審査：現場条件を踏まえて配慮すべき事項の記述の適切性を二段階で審査し、原則、記述が適切であれば「可」とし、不適切あるいは未記載であれば「不可」として

工事の確実な施工に資するか否かを審査する。
※総合評価：企業・技術者の能力等及び技術提案の評価結果に基づき、価格と総合的に評価を行う。

受注･竣工

工事成績評定

技術的な工夫の余地が小さい

総合評価（技術提案評価型）

価格競争

工事施工実績

工事成績

工事発注における
審査・評価に反映

技術的な工夫の余地が大きい

施工上の工夫等の
技術提案を求める

構造上の工夫や特殊な
施工方法等を含む高度な

技術提案を求める

（災害復旧工事等で、緊急的に

発注しなければならない工事や
特に小規模な工事） 一般的な工事

総合評価（施工能力評価型）

技
術
的
能
力
の
審
査

技
術
提
案
・施
工
計
画
の
審
査
・評
価

有資格業者名簿登録

施工能力を審査

・企業及び配置予定技術者の

同種工事の施工実績・成績 等

施工能力に加え、技術提案を審査・評価
・施工上の提案

（安全対策、環境への影響、工期の縮減 等）

・構造物の品質の向上を図る提案
（強度、耐久性、景観、ライフサイクルコスト 等）

技術提案の改善

個別工事に際しての技術審査
・企業及び配置予定技術者の同種工事の施工実績

・施工計画あるいは技術提案の適切性

工事の施工実
績や工事成績
の保存・活用

予定価格の作成

Ｓ型
Ａ型

Ⅰ型Ⅱ型
ＡⅢ型 ＡⅡ型 ＡⅠ型

※施工計画を求める※施工計画を求めない ※技術提案を求める
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◇施工能力評価型

＜配点割合＞

・技術評価点の加算点の評価項目は、①技術提案、②企業の能力等、③技術者の能力等とし、加算点合計及び
その内訳は、「配点割合」の通りとする。
・このうち、②企業の能力等と③技術者の能力等の配点割合は同じとする。

・地域精通度・貢献度等については、②企業の能力等の中で評価し、配点は企業の能力等の配点の半分を超え
ない範囲で設定する。

技術評価点の配点方針

【施工能力評価型（Ⅱ型）】

企業の能力等
※1 技術者の能力等

20（15）※2 20（15）※2

※1 企業の能力等： 「地域精通度・貢献度等」の評価は「企業の能力等」の中で必要に応じて設定し、
　　　配点は企業の能力等の配点の半分を超えない範囲で設定する。
※2 （　）：施工体制確認型でない場合は、（　）内の点数とする。

総合評価対象 40（30）

【施工能力評価型（Ⅰ型）】

競争参加資格対象

施工計画
※1

企業の能力等
※2 技術者の能力等

- 20（15）※3 20（15）※3

※1 施工計画：「可」、「不可」のみを審査し、点数化しない。
※2 企業の能力等： 「地域精通度・貢献度等」の評価は「企業の能力等」の中で必要に応じて設定し、
　　　配点は企業の能力等の配点の半分を超えない範囲で設定する。
※3 （　）：施工体制確認型でない場合は、（　）内の点数とする。

総合評価対象 40（30）
※3

段階選抜対象 40(30)※3
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◇技術提案評価型（S型）

◇技術提案評価型（A型）

技術評価点の配点方針

【技術提案評価型（Ｓ型）非ＷＴＯ】

技術提案 企業の能力等※1 技術者の能力等

30（30/20）※1 15（10/15）※2 15（10/15）※2

※1 企業の能力等： 「地域精通度・貢献度等」の評価は「企業の能力等」の中で必要に応じて設定し、
　　　配点は企業の能力等の配点の半分を超えない範囲で設定する。
※2 （　）：施工体制確認型でない場合は、（　）内の点数とする。

段階選抜対象 30(20/30)※2

総合評価対象60（50）※2

※1 （　）：施工体制確認型でない場合は、（　）内の点数とする。
※2 段階選抜方式の場合は、「企業の能力等」、「技術者の能力等」は一次審査のみで評価すること
　　　とし、総合評価段階では技術提案（ヒアリング）のみを評価項目とする。

【技術提案評価型（Ａ型）ＷＴＯ】

総合評価対象70（50）※1

技術提案 簡易な技術提案
※2 企業の能力等 技術者の能力等

70（50）※1 20 20 20

※1 （　）：施工体制確認型でない場合は、（　）内の点数とする。
※2 簡易な技術提案は段階選抜方式で必要に応じて評価する。簡易な技術提案としては、総合評価
　　　で求める技術提案の概要とその実現可能性や実績を求める方法、総合評価で求める数テーマの
　　　課題のうち、１テーマを先行して求める方法等が考えられる。
※3 段階選抜方式の場合は、「企業の能力等」、「技術者の能力等」は一次審査のみで評価すること
　　　とし、総合評価段階では技術提案（ヒアリング）のみを評価項目とする。

段階選抜対象
※3 40/60

【技術提案評価型（Ｓ型）ＷＴＯ】

総合評価対象 60（50）※1

技術提案 企業の能力等 技術者の能力等

60（50）※1 15 15

段階選抜対象
※2 30
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以下のいずれかの条件に該当
①工事難易度Ⅲ以上
②本官工事
③施工計画を求めて企業の
能力を評価する必要がある

通常の構造・工法では

工期等の制約条件を満足した工
事が実施できない

想定される有力

な構造形式や工法が複数存在する
ため、発注者としてあらかじめ一つの
構造・工法に絞り込まず、幅広く技術
提案を求め、最適案を選定する

必要がある

NO

NO

YES

技術提案評価型
（ＡⅠ型）

標準技術に

よる標準案に対し、部分的に設計の
変更を含む工事目的物に対する提
案を求める、あるいは高度な施工技
術や特殊な施工方法の活用により、
品質の向上、コスト縮減、工期短縮

等を特に求める
必要がある

予備（基本）設計の実施

詳細（実施）設計の実施
標準案の決定

YES

技術提案評価型
（ＡⅡ型）

YES

技術提案評価型
（ＡⅢ型）

NO

技術提案評価型
（Ｓ型）

施工能力評価型
（Ⅰ型）

NO

YES

施工能力評価型
（Ⅱ型）

技術提案を求めて
評価する必要がある

（技術提案評価型適用工事、
ＷＴＯ対象工事）

YES NO

ＷＴＯ対象工事である、
または、技術的難易度評価の
小項目にA評価があり、かつ技
術的工夫の余地がある（発注
者による技術的判断）

YES

NO 22

中国地方整備局における総合評価落札方式のタイプ選定

＜タイプ選定フロー＞

※タイプの選定にあたっては、工事内容を勘案のうえ判断すること。



総合評価方式標準配点例の見直し【見直し】

◇令和元年度までは、品質確保のため、同種実績・成績の評価点を確保しつつ、各種試行の配点を設定していた。
◇令和２年度より、働き方改革・生産性向上を加速させるため、技術者の同種実績・成績よりも、週休2日やICT
活用促進、担い手確保の配点割合を大きく設定する。

23

総合評価落札方式　標準配点例（案）　【特定専門工事審査型以外】 【200401版】

は試行工事

Ｓ型（ＷＴＯ）

試行なし・地域精
通 度 な し

試行なし・地域
精 通 度 な し

試行なし 試行(1点) 試行(２点) 試行(３点) 試行(４点) 試行(５点) 試行(6点) 試行(7点)
試行なし・地域
精 通 度 な し

試行なし 試行(1点) 試行(２点) 試行(３点) 試行(４点) 試行(５点) 試行(６点) 試行(７点) 試行(８点)

同種工事の実績 ５ ４ ４ ４ ３ ３ ２ ２ ６ ５ ５ ４ ４ ４ ４ ３ ３ ２

当該工事種別の２年間の平均成績 ４ ３ ３ ３ ３ ２ ２ １ ６ ４ ４ ４ ４ ４ ３ ３ ２ ２

工事成績優秀企業認定（ゴールドカード）
*6
【該当１０工種のみ設定】 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １

優良工事施工団体表彰・中国i-Construction表彰・安全管理優良請
負者表彰 ２ ２ ２ １ １ １ １ １ ４ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３

下請表彰企業の活用 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １

【企業の施工実績　計】 １３ １１ １１ １０ ９ ８ ７ ６ １８ １４ １４ １３ １３ １３ １２ １１ １０ ９

１〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         

１〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        

２〕〔         ２〕〔         ２〕〔         ２〕〔         ２〕〔         ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        

１〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        

１ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １

週休2日履行実績 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １

週休2日実施宣言*11 ２〕〔         ２〕〔         ２〕〔         ２〕〔         ２〕〔         ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        

企業のICT活用実績*9 １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        

維持修繕工事等の受注実績*10 ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        ２〕〔        

現場担当技術者評価型 現場担当技術者の配置計画　※R2は休止 １》《         １》《         １》《         １》《         １》《         １》《         １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        

地元企業一次下請の活用率 １》《         １》《         １》《         １》《         １》《         １》《         １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        

元請企業（又は一次下請企業）の地元資材活用 １》《         １》《         １》《         １》《         １》《         １》《         １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        １》《        

災害対応協定等に基づく活動実績 １)(         １)(           １)(           １)(           １)(           １)(           １)(           １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         

若手技術者等の雇用等 １)(         １)(           １)(           １)(           １)(           １)(           １)(           １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         １)(         

その他（任意選択） １)(         １)(           １)(           １)(           １)(           １)(           １)(           (    2)*4 １)(         １)(         

【地域精通度等　計】 ２ １ １ １ １ １ １ ４ ３ ３ ２ １ １ １ １ １

０ １５ １５ １５ １５ １５ １５ １５ １５ １５ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０

同種工事の実績 ６ ６ ６ ５ ５ ４ ４ ３ ３ ８ ８ ８ ７ ７ ６ ６ ５

同種工事の工事成績 ６ ６ ５ ５ ４ ４ ３ ３ ２ ８ ８ ７ ７ ６ ６ ５ ５

優秀建設技術者表彰・安全管理優良技術者表彰 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３

継続教育（ＣＰＤ） １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １

若手技術者育成型 １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         

女性技術者活用促進型 １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        

ＩＣＴ活用工事*5 ３〕〔         ３〕〔         ３〕〔         ３〕〔         ３〕〔         ３〕〔        ３〕〔        ３〕〔        ３〕〔        

技術者のICT活用実績*9 １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        

〔舗装施工監理技術者〕*2 １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔         １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        １〕〔        

【技術者の能力等　計】 ０ １５ １５ １５ １５ １５ １５ １５ １５ １５ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ ２０

０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ ４０

６０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０ ３０

９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ７０ ７０ ７０ ７０ ７０ ７０ ７０ ７０ ７０ ７０

※ヒアリング結果は技術者の過去の同種工事実績、技術提案の評価点に反映 《　》は、地域の実情をふまえ総合評価項目の試行を行う場合の配点 *6　該当１０工種のみ設定すること。設定しない場合は「企業の施工実績－同種工事の実績」へ１点加える。

（　）は、総合評価項目の試行を行う場合に必要に応じて配点。試行の合計に応じて、評価点を設定する。 *7　新技術導入促進（Ⅰ）型を設定する場合の配点。

〔　〕*1は、品質管理・環境マネジメントシステムの取り組み状況（ISO取得状況）を設定する場合に設定 *8　新技術導入促進（Ⅱ）型を設定する場合の配点

〔　〕*2は、As舗装工事の場合の配点 *9　ＩＣＴ活用工事で発注する全ての工事において配点。

*3(技能者の従事計画を設定する場合に配点 *10　維持修繕工事等の実績を評価する場合（競争参加資格が一般土木工事、法面処理工事、維持修繕工事）の配点。

*4は、２項目選択（1項目1点） *11　週休2日の受注者希望方式の場合に設定。

*5　ＩＣＴ活用工事（発注者指定Ⅱ型、施工者希望Ⅰ型）を設定する場合の配点 *12　新技術導入促進Ⅰ型の場合は、評価項目としない。

地域精通度を設定しない場合において試行工事を行う場合は、同種工事実績と同種工事の工事成績の配点の差が大きくならないように配点する。

合計

【施工能力等　計】

技術提案（施工計画）

企
業
の
能
力
等

施工体制評価点

施
工
能
力
等

ヒアリング（必要に応じて実施）

新技術導入促進（Ⅱ）型*8

可/不可 (Ⅱ型は求めない)

企業の施工実績

【企業の能力等　計】

〔品質管理・環境マネジメントシステムの取り組み状況（ISO取得状況）〕*1

新技術導入促進（Ⅰ）型*7

技能者の従事計画*3

技術者の能力等

地元企業活用促進型

地域精通度
地域貢献度

有用な新技術の活用*12

評 価 項 目 備 考

施工能力評価型

Ｓ型（非ＷＴＯ） Ⅰ型・Ⅱ型

地整運用（案）

技術提案評価型



【企業・技術者評価】 同種工事の実績評価
《企業・配置予定技術者の同種工事実績の評価》

◇ 評価対象

過去１５年間における元請として完成・引渡しが完了した要求要件を満たす同種工事（都道府県等の他の発注機
関の工事を含む）を対象とする。なお、国土交通省直轄工事においては、工事成績評定点が６５点未満の工事は評
価対象外とする。

◇評価方法
・競争参加資格としての「同種工事」より当該工事と同等規模の「より同種工事性の高い工事」を優位に評価する。

・配置予定技術者の同種工事の実績については、工事に従事した立場を考慮し「主任（監理）技術者」、「現場代理
人」又は「担当技術者」で評価する。

・「より同種性の高い工事」の条件として、工事内容を勘案のうえ、具体的な構造形式、施工条件等についても設定
を行い評価を行う。

・平成29年度より、施工能力評価型で発注する配置予定技術者の同種工事の実績については、
「より高い同種性が認められる工事」、「高い同種性が認められる工事」、「同種性が認められる工事」の
３段階で評価を行うことを原則とする。
※チャレンジ型を除く
※企業の同種工事実績評価については、「より高い同種性が認められる工事」のみ加算点を与えることとする。
（従来どおりの２段階評価）
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配点例

８

４

０

技
術
者
の
能
力
等

評 価 基 準

同種工事の実績
（施工能力評価型の場合）

より高い同種性が認められる工事において、
主任（監理）技術者、現場代理人または担当技術者として従事

高い同種性の認められる工事において、
主任（監理）技術者、現場代理人または担当技術者として従事

同種性が認められる工事において、
主任（監理）技術者、現場代理人または担当技術者として従事

評 価 項 目

《配置予定技術者の同種工事実績を３段階評価の設定に変更》（企業の同種工事の実績評価は従来どおり）
◇趣旨
施工能力評価型（チャレンジ型を除く）で発注する工事においては、「配置予定技術者評価の緩和」により、
「配点０点」が実質設定されていない状況となっている。（「より同種性の高い工事」を優位に評価する実質２段階の
評価となっている。）
そこで、原則として配置予定技術者の同種工事の実績を２段階評価から３段階評価の設定に変更する。
なお、企業の同種工事実績評価については、「より高い同種性が認められる工事」のみ加算点を与えることとする。（従来どおりの２段階評価）
※R1,R2は、適切な競争性確保の観点から、配置予定技術者の同種工事の実績も、従来の２段階評価とする。

配点例

８

４

０

評 価 項 目 評 価 基 準
技
術
者
の
能
力
等

同種工事の実績
（施工能力評価型の場合）

より同種性が高い工事において、
主任（監理）技術者、現場代理人または担当技術者として従事

同種性が認められる工事において、
主任（監理）技術者、現場代理人または担当技術者として従事

設定無し

◇ 評価方法
（これまでの評価方法） （平成29年度からの設定例（原則））

◇ 同種性の設定例（案）
①より高い同種性が認められる工事 ・・・ 発注工事内容の設計値の概ね１００％程度以上
②高い同種性が認められる工事 ・・・ ①で求める設計値の概ね５０％程度以上
③同種性が認められる工事 ・・・ ①、②以外

上記設定の他に、同種性の条件を複数求めることも可能とする。（以下に設定例を示す。）
Aより高い同種性が認められる工事 ： 盛土量が○○m3以上、かつ深層混合処理方法による地盤改良が○○m以上の実績。
B高い同種性が認められる工事 ： 盛土量が○○m3以上、かつ深層混合処理方法による地盤改良の実績。
C同種性が認められる工事 ： A,B以外

◇ 対象工事 ： 「施工能力評価型」（チャレンジ型を除く）で発注する工事の

「配置予定技術者の同種工事の実績」において原則設定〔企業の同種工事の実績評価は従来どおり〕）
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【企業・技術者評価】 同種工事の実績評価 【R1・R2限定あり】

※R1,R2は、適切な競争性確保の観点から、従来の２段階評価とする。



配置予定技術者における競争参加資格の実績要件及び総合評価の実績評価を緩和。

施工能力評価型Ⅰ型Ⅱ型で適用

◇競争参加資格の要件（配置予定技術者）
・「同種工事の施工実績」とする。

例１）道路改良工事(切土工事）の場合
掘削又は切土の施工実績を有すること。

例２）道路改良工事(盛土工事）の場合
盛土の施工実績を有すること。

◇総合評価の評価方法（配置予定技術者）
・配置予定技術者の同種工事の実績については、
当該工事と同等規模を基準に 「より高い同種性
が認められる工事」、「高い同種性が認められる工
事」、「同種性が認められる工事」の３段階で評価を
行うことを原則とする。

例１）道路改良工事(切土工事）の場合
より高い同種性・・・掘削の土量が10,000m3以上
高い同種性・・・掘削の土量が5,000m3以上

10,000m3未満
同種性・・・掘削の土量が5,000m3未満

◇競争参加資格の要件（配置予定技術者）

・「同種工事の施工実績」を当該工事の主要工種で幅
広く設定する。(複数の工種を設定）
例１）道路改良工事の場合

道路土工又は防護柵工又は排水構造物工の施
工実績を有すること。

例２）法面工事の場合
法面工又は道路土工又は擁壁工
の施工実績を有すること。

◇総合評価の評価方法（配置予定技術者）

・競争参加資格要件で設定した工種のうち、主たる工
種の施工実績がある場合に優位に評価し、2段階で評
価する。（チャレンジ型と同様）

例１）道路改良工事の場合
より同種性・・・道路土工の施工実績
同種性・・・防護柵工又は排水構造物工の施工実績

《 現行 》 《 緩和 》

【技術者評価】同種工事の実績評価（配置予定技術者）の緩和【 R1・R2限定】
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配点例

８

４

０

評 価 項 目 評 価 基 準
技
術
者
の
能
力
等

同種工事の実績
（施工能力評価型の場合）

より同種性が高い工事において、
主任（監理）技術者、現場代理人または担当技術者として従事

同種性が認められる工事において、
主任（監理）技術者、現場代理人または担当技術者として従事

設定無し



【企業・技術者評価】 工事成績・表彰等の評価
《企業の工事成績、表彰等の評価》

《配置予定技術者の工事成績、表彰等の評価》

【（営繕工事（土木営繕工事含む）を除く】

◇ 企業の工事成績 【平成25年度より港湾空港関係を評価】【平成28年度より加算点の配分を見直し】【H30年度より一般土木（3億円以上非WTO）の見直し】

・中国地方整備局発注工事で、過去２年間に完成した当該工事種別の工事における評定点の年度毎の平均
点の平均を評価
〔なお、PC工事、鋼橋上部工事、As舗装工事、一般土木工事（３億円以上の非WTO）は、過去８年間に完成
した国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部の発注工事の同種工事の成績を評価対象とする〕

・過去２年間に実績がない場合は、過去４年間にさかのぼり、完成した当該種別工事の工事がある場合は直
近年度の当該工事における評定点の平均を評価

◇企業の表彰 【平成２５年度より港湾空港関係を評価（工事成績優秀企業認定制度は除く）】

・中国地方整備局発注工事における過去２年間での工事成績優秀企業認定制度の表彰の有無を評価
・中国地方整備局発注工事における過去２年間に完成した工事に対する優良工事施工団体表彰又は安全管
理優良請負者表彰又は下請企業表彰の有無を評価
・中国地方整備局発注工事における過去２年間に完成した工事に対する下請企業表彰を受けた下請企業を
本工事において一次下請けとして活用する場合の有無を評価

◇配置予定技術者の工事成績 【平成２５年度より港湾空港関係を評価】【平成２８年度より加算点の配分を見直し】 【H30年度より一般土木（3億円以上非WTO）の見直し】

・過去８年間に完成した中国地方整備局発注工事で、従事役職が主任（監理）技術者、現場代理人及び担当
技術者の評定点を評価
〔なお、PC工事、鋼橋上部工事、As舗装工事、一般土木工事（３億円以上の非WTO）は、過去８年間に完成
した国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部の発注工事を評価対象とする〕

◇配置予定技術者の表彰 【平成２５年度より港湾空港関係を評価】

・中国地方整備局発注工事における過去４年間に完成した工事に対する優秀建設技術者表彰又は安全管理
優良技術者表彰の有無を評価 27



【企業・技術者評価】 工事成績・表彰等の評価

《企業の工事成績、表彰等の評価》

◇ 企業の工事成績
・中国地方整備局発注工事又は工事成績相互利用適用工事（中国地方整備局管内に限る）で過去５年間に
完成した、当該工事種別の工事における評定点の年度毎の平均点の平均を評価

◇企業の表彰
・中国地方整備局発注工事における過去５年間での工事成績優秀企業認定制度の表彰の有無を評価
・中国地方整備局発注工事における過去５年間に完成した工事に対する優良工事施工団体表彰又は安全管
理優良請負者表彰又は下請企業表彰の有無を評価
・中国地方整備局発注工事における過去２年間に完成した工事に対する下請企業表彰を受けた下請企業を
本工事において一次下請けとして活用する場合の有無を評価

◇配置予定技術者の工事成績

・過去１５年間に完成した、中国地方整備局、大臣官房官庁営繕部、地方整備局営繕部及び営繕事務所、北海

道開発局営繕部又は内閣府沖縄総合事務局開発建設部（営繕部門）発注工事で、従事役職が主任（監理）技

術者、現場代理人及び担当技術者の評定点を評価

◇配置予定技術者の表彰
・中国地方整備局、大臣官房官庁営繕部、地方整備局営繕部及び営繕事務所、北海道開発局営繕部又は内閣
府沖縄総合事務局開発建設部（営繕部門）発注工事における過去５年間に完成した工事に対する優秀建設技
術者表彰又は安全管理優良技術者表彰の有無を評価

《配置予定技術者の工事成績、表彰等の評価》

【営繕工事（土木営繕工事含む）の場合】

28



配置予定技術者の同種工事の工事成績評定点も比例配分とする。

《企業・技術者の工事成績の評価の推移》

29

工事成績評定点
に応じて加算点を
配分し、更なる公
平性を確保

工事成績が平均
75点の企業と平
均79点の企業が
同一加算点の評
価

最高点を85点以上
とし、競争参加資格
要件の65点には加
算点を与えないよう
に見直し。

注）上記は工事成績評価の加算点の満点が４点の場合の例

最高点を80点以上
（PC、鋼橋上部、As舗
装工事は85点以上）と
し、70点以下には加
算点を与えないように
見直し。

◆要旨
企業・技術者の評価については評定点71点以上に加算点を配分していたが、PC、鋼橋上部、As舗装工事では加算点に偏りが
ある実情を踏まえ、評定点が76点以上となるものに加算点を与えるよう平成30年度に見直しを行う。

【企業・技術者評価】 工事成績の評価

PC、鋼橋上部、As
舗装工事は75点以
下には加算点を与
えないように見直し。

項目 加算点

80点以上 4.0

75点以上80点未満 3.0

70点以上75点未満 2.0

65点以上70点未満 1.0

実績無し 0.0

～H22：企業の工事成績

項目 加算点

80点以上 4.0

65点 1.0

実績無し 0.0

H23～H24：企業の工事成績

66点～79点 1.2～3.8

項目 加算点

85点以上 4.0

65点・実績無し 0.0

H25～H27：企業の工事成績

66点～84点 0.2～3.8

項目 加算点

80点以上 4.0

71点～79点 0.4～3.6

70点以下・実績無し 0.0

H28～：企業の工事成績

一般土木、維持修繕他
（ＰＣ、鋼橋上部、Ａｓ舗装を除く工事種別）

項目 加算点

85点以上 4.0

71点～84点 0.2～3.7

70点以下・実績無し 0.0

H28～：企業の工事成績
ＰＣ、鋼橋上部、Ａｓ舗装

項目 加算点

80点以上 4.0

71点～79点 0.4～3.6

70点以下・実績無し 0.0

H28～：企業の工事成績

一般土木、維持修繕他
（ＰＣ、鋼橋上部、Ａｓ舗装を除く工事種別）

項目 加算点

85点以上 4.0

76点～84点 0.4～3.6

75点以下・実績無し 0.0

H30～：企業の工事成績
ＰＣ、鋼橋上部、Ａｓ舗装
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【企業・技術者評価】 工事成績の評価

企業及び配置予定技術者の工事成績評定点毎の加算点配分表（一般土木、維持修繕、建築他［Ｐ
Ｃ、鋼橋上部、Ａｓ舗装以外］）

加算点１点 加算点２点 加算点３点 加算点４点 加算点５点 加算点６点 加算点７点 加算点８点 加算点１０点 加算点１２点

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

80点以上 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 10.0 12.0

79点 0.9 1.8 2.7 3.6 4.5 5.4 6.3 7.2 9.0 10.8

78点 0.8 1.6 2.4 3.2 4.0 4.8 5.6 6.4 8.0 9.6

77点 0.7 1.4 2.1 2.8 3.5 4.2 4.9 5.6 7.0 8.4

76点 0.6 1.2 1.8 2.4 3.0 3.6 4.2 4.8 6.0 7.2

75点 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 5.0 6.0

74点 0.4 0.8 1.2 1.6 2.0 2.4 2.8 3.2 4.0 4.8

73点 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 3.0 3.6

72点 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 2.0 2.4

71点 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 1.0 1.2

70点以下 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※加算点の算出式：「最大加点数」／10×（「工事成績評定点」－70）
※加算点は少数第二位を切り捨てとする。
※企業の工事成績評定の評価は、年度毎の平均点の平均を算出し少数第一位を切り捨てとする。

工事成績
評定点

加算点（早見表）



【企業・技術者評価】 工事成績の評価

企業及び配置予定技術者の工事成績評定点毎の加算点配分表（ＰＣ、鋼橋上部、Ａｓ舗装）
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加算点１点 加算点２点 加算点３点 加算点４点 加算点５点 加算点６点 加算点７点 加算点８点 加算点１０点 加算点１２点

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

企業・配置予定

技術者

85点以上 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 10.0 12.0

84点 0.9 1.8 2.7 3.6 4.5 5.4 6.3 7.2 9.0 10.8

83点 0.8 1.6 2.4 3.2 4.0 4.8 5.6 6.4 8.0 9.6

82点 0.7 1.4 2.1 2.8 3.5 4.2 4.9 5.6 7.0 8.4

81点 0.6 1.2 1.8 2.4 3.0 3.6 4.2 4.8 6.0 7.2

80点 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 5.0 6.0

79点 0.4 0.8 1.2 1.6 2.0 2.4 2.8 3.2 4.0 4.8

78点 0.3 0.6 0.9 1.2 1.5 1.8 2.1 2.4 3.0 3.6

77点 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 2.0 2.4

76点 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 1.0 1.2

75点以下 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※加算点の算出式：「最大加点数」／10×（「工事成績評定点」－75）
※加算点は少数第二位を切り捨てとする。

加算点（早見表）

※企業の工事成績評定の評価は、年度毎の平均点の平均を算出し少数第一位を切り捨てとする。

工事成績
評定点



○対象工事 ： ３億円未満の施工能力評価型（一般土木、維持修繕、造園、塗装、電気設備、機械設備、
通信設備、受変電設備）を対象

○評価方法 ： 企業の成績 →一般土木工事および維持修繕工事、造園工事、塗装工事、電気設備工事、
機械設備工事、通信設備工事、受変電設備工事の２年間のそれぞれの
工種の平均を直轄と同様に評価
（ただし、過去４年溯って、直轄工事の実績がない場合に限る。）

※過去２年間に地方自治体の実績が無い場合は、過去４年間に溯り、
直近年度の平均点を評価。

技術者の成績→同種工事の４年間の工事成績を直轄と同様に評価
（ただし、同種工事８年間の直轄工事の実績がない場合に限る。）

留意点①：評価は、工事発注を行う事務所の所在県の発注実績のみとする。
留意点②：過去２ヶ年の県実績データは、企業からの申請資料を確認し評価する。
留意点③：各県毎に成績評定の平均点にバラツキや中国地整の平均点と差がある。このため、中国

地整と同レベルに補正する必要。よって、申請された評定点に当該係数を乗じ評価する。
＊中国地方各県の係数 ： 岡山県発注工事でH27.12.31以前に完成した工事→１．１倍、その他→１．０倍

◆背 景
・総合評価落札方式の場合、企業・技術者の実績・成績のウェイトが重いことから、競争に参加できても直轄工事の実績を持たな
い企業が落札者になることは実質難しい。（公平な競争環境とは言い難い。）
・また、地方自治体発注工事でも同種工事で良い成績の実績を持つ企業もあるため、更なる公平性の観点から検討する必要が
あった。
・Ｈ２４．４～地方自治体発注工事の工事実績（一般土木及び維持修繕）について評価対象としている。
・Ｈ２９年度から、対象工種を拡大（造園工事及び塗装工事を追加）する。
・Ｈ３１年度よりさらなる受注機会拡大の観点から、対象工種を拡大（電気設備、機械設備、通信設備、受変電設備）する。

評価方法

《地方自治体発注工事の工事実績評価》 平成24年度から

【企業・技術者評価】地方自治体発注工事の工事実績評価【見直し】
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申請・評価方法

■評価対象
企業の能力等で評価し原則必須項目とする。

■評価対象
①登録基幹技能者 全ての登録基幹技能者講習修了者を対象とする。（平成31年3月現在 33職種 66,161人）
②建設マスター 全ての建設マスター顕彰者を対象とする。（平成31年3月現在 53職種 9,633人）
※対象工事の工種を幅広く設定し、対象技能者を広く求めるものとする。
評価の対象とする技能者は、当該工事の競争参加希望者が雇用している者又は下請予定者とする。ただし、
配置予定技術者 （主任技術者又は監理技術者）は評価の対象とはしない。

■評価点
いずれかの建設技能等を配置する場合に評価。
・登録基幹技能者
・建設マスター

■交代要件
病気、死亡又は退職等の特別な場合でやむを得ないものとして承認された場合としていたものを、特別な理由を問わず
交代を認めるものとする。

・H22～ ・対象工事：一般土木工事（Ｃ等級）を対象とした現場従事技術者評価型試行対象工事で評価。
・評価対象：建設マスタ－（土工、とび工、コンクリート工、鉄筋、大工、配管工、機械建設運転工）

登録基幹技能者（とび・土工、機械土工、鉄筋、型枠、配管）
・H25～ ・対象工事：全ての工事種別を対象とした現場従事技能者評価型試行対象工事で評価（拡大）

・評価対象：建設マスタ－（全５２職種）、登録基幹技能者（全３０種）（拡大）
・H26～ ・対象工事：全工事を対象に「企業の能力等」の中で「技能者の従事計画」として評価（拡大）
・H28～ ・申請方法の見直し、交代要件の緩和
・R2～ ・従来、技能者配置人数を最大２名としていたところ、最大１名に変更。

（競争性の確保が見込めない地域においては評価対象外とする）

【企業評価】技能者配置の緩和【見直し】
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平成22年度から

◇限られた技能者を地域内で有効に活用する観点から、配置する技能者数による加点を拡大

2名以上：1点
1名：0.5点
0名：0点

1名以上：1点
0名：0点



【企業評価】技能者の従事計画

34

◆登録基幹技能者の役割
(1)現場の状況に応じた施工方法等の提案、調整等
(2)現場の作業を効率的に行うための技能者の適切な
配置、作業方法、作業手順等の構成

(3)生産グループ内の技能者に対する施工に係る
指示、指導

(4)前工程・後工程に配慮した他の職長との連絡・調整

◆建設マスター
優秀施工者国土交通（建設）大臣顕彰者の通称です。建設マスター制度は、建設現場において工事施工に直接従事し、優秀な
技能・技術を有する建設技能者を「優秀施工者」として国土交通（建設）大臣が顕彰することで、「ものづくり」に携わっている者の
誇りと意欲を増進させ、能力と資質の向上を促進するとともに、その社会的評価・地位の確立を図り、建設業の健全な発展に資
することを目的として平成４年度に創設されました。

建設現場において工事施工に直接従事し、現役として活躍している建設技能者のうち、特に技能・技術及び人格に優れ、後進
の指導・育成により「建設」の質の維持向上に貢献できる方が対象。

※ヨイケンセツドットコム ホームページ（一般財団法人建設業振興基金）より抜粋



【企業評価】技能者の従事計画（登録基幹技能者）
○登録基幹技能者の種別は、全３５職種（令和２年３月現在）
○中国地方整備局管内では、５，３１９人の技能者が登録（全国では、６９，８０７人が登録）
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登録基幹技能者　適用工種
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県

広
島
県

山
口
県

H20.5.13

（登録番号1）

H20.7.17

（登録番号2）

（一社）日本造園建設業協会 H20.7.17

（社）日本造園組合連合会 （登録番号3）

H20.7.18

（登録番号4）

H20.8.19

（登録番号5）

H20.9.1

（登録番号6）

H20.9.1

（登録番号7）

H20.9.1

（登録番号8）

H20.9.17

（登録番号9）

H20.9.19

（登録番号10）

H20.9.30

（登録番号11）

H20.9.30

（登録番号12）

H20.9.30

（登録番号13）

H20.9.30

（登録番号14）

（一社）日本空調衛生工事業協会 H20.10.16

（一社）日本配管工事業団体連合会 （登録番号15）

全国管工事業協同組合連合会

（社）日本建設躯体工事業団体連合会 H20.12.12

（社）日本鳶工業連合会 （登録番号16）

H20.12.12

（登録番号17）

（社）全国建設室内工事業協会 H21.12.26

日本建設インテリア事業協同組合連合会 （登録番号18）

日本室内装飾事業協同組合連合会

（一社）日本サッシ協会 H21.2.13

（一社）カーテンウォール・防火開口部協会 （登録番号19）

H21.3.5

（登録番号20）

令和２年３月９日　現在

668 62 203 97

No 登録基幹技能者の種類 関連機関
登録年月日
（登録番号）

基幹的な役割を担う
（実務経験を有する）
建設業の種類

適用工種

工　　　事　　　種　　　別

登録基幹
技能者数

備　考

1 登録電気工事基幹技能者 （一社）日本電設工業協会 電気工事業,電気通信工事業
電気・通信,動力設備,
給排水衛生

● ● 8,295● ● 180 126

2 登録橋梁基幹技能者 （一社）日本橋梁建設協会
とび・土工工事業,鋼構造物工事
業

鋼橋架設 ● 788 13 0 4 2 1 6

3 登録造園基幹技能者 造園工事業 造園,緑化 ● 2,711 276 61 35 28 63 89

4 登録コンクリート圧送基幹技能者 （一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会 とび・土工工事業 ＣＯ構造物 ● ● ● ● 875 43 4 16 2 13 8

5 登録防水基幹技能者 （社）全国防水工事業協会 防水工事業 建築防水 ● 1,686 127 17 22 18 63 7

6 登録トンネル基幹技能者 （一社）日本トンネル専門工事業協会 土木工事業,とび・土工工事業 トンネル ● 526 32 0 11 18 3 0

7 登録建設塗装基幹技能者 （一社）日本塗装工業会 塗装工事業 塗装 ● ● ● 2,287 198● 9 73 30 50 36

8 登録左官基幹技能者 （一社）日本左官業組合連合会 左官工事業 左官工 ● ● 1,302 108 2 11 26 46 23

9 登録機械土工基幹技能者 （一社）日本機械土工協会 土木工事業,とび・土工工事業 掘削,切土,盛土 ● 8,944 702 90 220 143 185 64

10 登録海上起重基幹技能者 （社）日本海上起重技術協会 土木工事業,しゅんせつ工事業 船上作業 ● 1,373 133 15 22 7 43 46

11 登録プレストレストコンクリート工事基幹技能者 プレストレスト・コンクリート工事業協会
土木工事業,とび・土工工事業,
鉄筋工事業

ＰＣ工事 ● 961 116 5 7 32 67 5

12 登録鉄筋基幹技能者 （社）全国鉄筋工事業協会 鉄筋工事業 鉄筋構造物 ● ● ● ● 4,060 164 8 54 10 72 20

13 登録圧接基幹技能者 全国圧接業協同組合連合会 鉄筋工事業 鉄筋構造物 ● ● ● 508 28 2 3 3 17 3

14 登録型枠基幹技能者 （社）日本建設大工工事業協会 大工工事業 ＣＯ構造物 ● ● ● ● 5,479 336 32 93 65 117 29

15 登録配管基幹技能者 管工事業 空調衛生設備 ● ● 3,685 336 106● 79 57 70 24

16 登録鳶・土工基幹技能者 とび・土工工事業 土木・建築全般 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 6,944 808 115 132 147 293 121

17 登録切断穿孔基幹技能者 ダイヤモンド工事業協同組合 とび・土工工事業 ｺﾝｸﾘｰﾄ切断・穿孔 ● ● 422 45 5 6 4 16 14

18 登録内装仕上工事基幹技能者 内装仕上工事業 内装仕上げ ● ● 4,166 260 15 23 44 152 26

19 登録サッシ・カーテンウォール基幹技能者 建具工事業 建築 ● ● 1,082 53 7 5 10 23 8

20 登録エクステリア基幹技能者 （社）日本建築ブロック･エクステリア工事業協会
とび・土工工事業,石工事業,
タイル・れんが・ブロック工事業

建築ﾌﾞﾛｯｸ・ｴｸｽﾃﾘｱ ● ● ● 221 19 0 0 2 8 9



【企業評価】技能者の従事計画（登録基幹技能者２）

36

登録基幹技能者　適用工種
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H21.3.5

（登録番号21）

H21.4.28

（登録番号22）

（一社）日本空調衛生工事業協会 H31.4.28

（一社）全国ダクト工業団体連合会 （登録番号23）

H21.11.27

（登録番号24）

H21.11.27

（登録番号25）

H22.3.25

（登録番号26）

H22.3.25

（登録番号27）

全国基礎工業協同組合連合会 H23.12.16

（一社）日本基礎建設協会 （登録番号28）

H22.7.26

（登録番号29）

H24.10.29

（登録番号30）

H25.7.3

（登録番号31）

（一社）全国中小建築工事業団体連合会

（一社）ＪＢＮ・全国工務店協会

全国建設労働組合総連合

（一社）全国住宅産業地域活性化協議会 H26.1.27

（一社）日本ツーバイフォー建築協会 （登録番号32）

（一社）日本木造住宅産業協会

（一社）日本ログハウス協会

（一社）プレハブ建築協会

全国板硝子商工協同組合連合会 H27.1.22

全国板硝子工事協同組合連合会 （登録番号33）

R1.5.27

（登録番号34）

R1.8.5

（登録番号35）

69,807 5,319 661 1,133 874 1,813 838

令和２年３月９日　現在

No 登録基幹技能者の種類 関連機関
登録年月日
（登録番号）

基幹的な役割を担う
（実務経験を有する）
建設業の種類

適用工種

工　　　事　　　種　　　別

登録基幹
技能者数

備　考

21 登録建築板金基幹技能者 （社）日本建築板金協会 屋根工事業,板金工事業 建築板金 ● ● 3,066 256 64 65 33 50 44

22 登録外壁仕上基幹技能者 日本外壁仕上業協同組合連合会
左官工事業,塗装工事業,
防水工事業

外壁仕上げ ● ● 245 3 0 0 0 3 0

23 登録ダクト基幹技能者 管工事業 空調･換気･排煙設備 ● ● 1,518● 61 1 5 16 31 8

24 登録保温保冷基幹技能者 （一社）日本保温保冷工事業協会 熱絶縁工事業 熱絶縁工事 ● ● ● 1,082 64 4 6 8 31 15

25 登録グラウト基幹技能者 （社）日本グラウト協会 とび・土工工事業 グラウト ● ● 823 50 0 7 7 33 3

26 登録冷凍空調基幹技能者 （一社）日本冷凍空調設備工業連合会 管工事業 冷凍･空調･暖房機器 ● ● 1,150 103 8 8 11 50 26

27 登録運動施設基幹技能者 （一社）日本運動施設建設業協会
土木工事業,とび・土工工事業,
ほ装工事業,造園工事業

運動施設工事 194 11 0 0 5 6 0

28 登録基礎工基幹技能者 土木工事業,とび・土工工事業 杭基礎工 ● ● ● 1,487 84 1 11 18 47 7

29 登録タイル張り基幹技能者 （社）日本タイル煉瓦工事工業会 タイル・れんが・ブロック工事業 タイル張り ● ● 233 1 0 0 0 1 0

30 登録標識・路面標示基幹技能者 （一社）全国道路標識・標示業協会 とび・土工工事業,塗装工事業 標識工・区画線工 ● ● ● 1,670 84 21 6 12 31 14

31 登録消化設備基幹技能者 消防施設工事協会 消防施設工事業 消化設備 ● ● 13 0 0 1 9 3

32 登録建築大工基幹技能者 大工工事業

220

15 49746

33 登録硝子工事基幹技能者 ガラス工事業

67 1 1 1

6 8 4363 26 6 2

34 登録ALC基幹技能者 タイル・れんが・ブロック工事業 16 1（一社）ALC協会 561 30 0 3 10

35 登録土工基幹技能者 （一社）日本機械土工協会 土木工事業,とび・土工工事業 0 1 0 0134 1 0



37

【企業評価】技能者の従事計画（建設マスター１）
○建設マスターの種類は、全５３職種（平成３１年３月現在）
○中国地方整備局管内では、７０１人の技能者が登録（全国では、９，６３３人が登録）
建設マスター　適用工種

一
般
土
木

Ａ
Ｓ
舗
装

鋼
橋
上
部

造

園

建

築

木
造
建
築

電
気
設
備

暖

冷

房

衛

生

設

備

Ｃ
Ｏ
舗
装

Ｐ

Ｃ

法
面
処
理

塗

装

維
持
修
繕

河

川

し

ゅ

ん

せ

つ

グ
ラ
ウ
ト

杭

打

さ
く
井

プ

レ
ハ

ブ
建

築

機
械
設
備

通
信
設
備

受
変
電
設
備

中
国
計

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

1 大工 建築大工（木造）、型枠大工、宮大工、フレーマ、その他（墨だし、造作） ● ● ● ● 1,143  53 0 16 12 16 9

2 とび工
足場とび工、くい打ち工、鉄筋とび工、建築とび工、その他（山留め工、仮
設工）

● ● ● ● ● ● ● ● 565  39 4 3 4 22 6

3 土工 掘削工、土止め工、ずい道掘削工、コンクリート打設工 ● ● ● ● ● ● 1,356  150 42 33 30 27 18

4 コンクリート工 コンクリート圧送工、その他（試験工、補修工、特殊、ＰＳ工、ＰＳ取付工） ● ● ● ● ● 119  10 1 3 2 2 2

5 鋼構造物工
鉄構工（組立工、スタッド工）、溶接工（アーク、ガス）、軽鉄工、金物工、錺
工

● ● ● 167  7 0 0 3 2 2

6 鉄筋工 鉄筋ガス圧接 ● ● ● 470  17 1 3 3 4 6

7 左官工 モルタル練り工、土間押工、研磨工、ボード張り工、吹付工 ● ● 287  22 2 6 3 9 2

8 石工 現テラ工、補石工、はつり仕上工、目地工、石積工 ● ● ● ● 20  0 0 0 0 0 0

9 屋根工 かわらぶき工、金属屋ふき工、スレート工 ● ● 156  7 1 0 3 1 2

10 タイル工 目地工、タイルクリーニング工、タイル選別工 ● ● 190  9 1 1 1 6 0

11 レンガ工 耐火レンガ工、目地工、 ● ● ● 1  0 0 0 0 0 0

12 ブロック工 建築ブロック工、タイルブロック工、特殊ブロック工 ● ● ● 42  7 0 0 0 6 1

13 板金工 建築板金工（板金ダクト工）、板金屋根ふき工、とい工、錺工 ● ● 169  5 0 3 1 1 0

14 ガラス工 ガスケット工、ガラスブロック工、合成樹脂工 ● ● 64  7 1 0 1 4 1

15 塗装工 建築塗装工、橋梁塗装工、路面標示工、その他（金属、木工、吹付） ● ● ● ● ● ● 466  33 1 6 4 19 3

16 防水工 ● 99  7 0 0 1 3 3

17 内装仕上工
カーペット工、表装工、壁装工、床張り工、縫製工、家具工、ユニット工、イ
ンテリア工

● ● 283  13 0 2 1 7 3

18 建具工
サッシ工、シャッター工、カーテンウォール取付工、鋼製建具工、木製建
具、襖工

● ● 219  8 1 0 0 5 2

19 法面工 芝種子吹付工、コンクリート吹付工、モルタル吹付工、植生工、土羽打工 ● ● ● 35  16 2 6 1 7 0

20 道路標識設置工 ● ● ● 73  4 1 0 0 3 0

21 畳工 ● ● 1  0 0 0 0 0 0

22 ＡＬＣ工 ＡＬＣ板取付工、ＰＣ工、ＰＣ板取付工 ● 4  0 0 0 0 0 0

23 公告物設置工 ● ● 9  1 1 0 0 0 0

24 電気工 配線工、送電工 ● ● ● ● 563  35 2 15 6 8 4

25 配管工 空調配管工、衛生配管工、防災配管工、ガス配管工、ダクト工 ● ● ● ● 364  23 0 3 5 11 4

令和２年３月９日　現在

No 建設マスターの種類 左の職種に含まれるもの（例）

工　　　事　　　種　　　別

建設
マスター
数

備　考
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【企業評価】技能者の従事計画（建設マスター２）
建設マスター　適用工種

一
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26 機械器具設置工 設備機械工、昇降機技能工、計装工 ● 169  6 0 1 2 2 1

27 熱絶縁工 保温工、耐火被覆工 ● ● ● 55  7 0 3 1 3 0

28 さく井工 ● 57  5 1 1 0 2 1

29 電気通信工 ● ● ● 133  7 0 0 0 7 0

30 水道施設工 ● ● ● 12  0 0 0 0 0 0

31 消防施設工 ● ● 58  2 0 0 0 1 1

32 ウェルポイント工 ● 22  1 0 0 0 1 0

33 アンカー工 ＰＣアンカー工 ● 25  1 0 0 0 1 0

34 ボーリング工 ● ● ● 26  1 0 0 0 0 1

35 注入工 グラウト工、薬液注入工 ● ● 25  2 0 0 2 0 0

36 舗装工 アスファルト舗装工、コンクリート舗装工、ブロック舗装工、道路改良工 ● ● 478  44 9 10 7 10 8

37 しゅんせつ工
グラブ式浚渫機械運転工、ポンプ式浚渫機械運転工、ディッパー式浚渫機
械運転工

● 102  10 1 0 1 1 7

38 造園工
植栽工、地被工、景石工、地ごしらえ工、公園設備工、水景工、芝張工、造
園修景工

● 500  32 5 1 1 19 6

39 清掃施設工 0  0 0 0 0 0 0

40 トンネル工 トンネル支保工組立工、坑内土工 ● 92  6 1 1 2 2 0

41 シールド工 裏込め注入工 ● 39  2 0 0 0 2 0

42 潜函工 艤装工 15  0 0 0 0 0 0

43 潜水士 23  1 1 0 0 0 0

44 軌道工 保線工 29  0 0 0 0 0 0

45 建設機械運転工 機械土工、クレーン運転工、建設機械運転工（海上工事） ● ● ● ● ● ● ● 972  86 15 18 10 13 30

46 推進工 52  1 0 0 0 1 0

47 解体工 木造建築物解体工、コンクリート工作物解体工 ● ● 20  0 0 0 0 0 0

48 はつり工 ● ● 3  0 0 0 0 0 0

49 切断穿孔工 ● 18  2 0 0 0 1 1

50 橋梁特殊工 ● ● 234  11 0 0 1 7 3

51 粗朶沈床工 ● 0  0 0 0 0 0 0

52 ひき家工 1  0 0 0 0 0 0

53 その他 28  1 0 0 0 0 1

54 土木部 1  0 0 0 0 0 0

55 型枠大工 1  0 0 0 0 0 0

56 ＰＣ工 0  0 0 0 0 0 0

令和２年３月９日　現在

No 建設マスターの種類 左の職種に含まれるもの（例）

工　　　事　　　種　　　別

建設
マスター
数

備　考



【企業評価】トンネル覆工コンクリートの長期保証制度の評価

長期保証
工事完成

０

１

２

３

４

５

６

７

８
（
年
）

長期保証
点検（通知）

《インセンティブの期間》

総合評価

【
参
考
】

工
事
成
績
評
価
（完
成
後
８
年
有
効
）

総
合
評
価
で
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

（
点
検
後
６
年
有
効
）

《インセンティブの内容》

現行評価 トンネル長期保証評価

企業の評価

同種工事の
実績

８点

WLB等推進
企業の評価

１点

配置予定
技術者の評価

同種工事の
実績

９点

技術提案 １提案 １２点

合計 ３０点

企業の評価

同種工事の
実績

６点

長期保証の
点検結果

２点

WLB等推進
企業の評価

１点

配置予定
技術者の評価

同種工事の
実績

９点

技術提案 １提案 １２点

合計 ３０点※上位１５者を選抜

＜一次審査 ＞

＜二次審査＞

※上位１５者を選抜

技術提案 ５提案 ６０点 技術提案 ５提案 ６０点

現行評価 トンネル長期保証評価

落札者の決定 落札者の決定

※一次審査の１提案を含む５提案 ※一次審査の１提案を含む５提案

※上位１５者を選抜

◆背 景
・トンネルの覆工コンクリートにおいて雑な施工を排除し長期的な品質確保を図るため、平成２６年度から長期保証を付して発注。

・長期保証点検結果において品質の優れた施工を行った企業に対し、段階選抜方式における一次審査において評価する。

平成31年度から

39



【企業評価】週休２日達成企業を評価【新規】

■週休２日履行証明書発行対象工事

・これまでH28年度より週休２日の取り組みについて試行を開始し、H31年度より新たに維持工事等を考慮した交代制による取り組
みを行ってきた。

・令和元年１０月より、週休２日普及の更なる取り組みを目的として、週休２日を実施した企業を、総合評価における企業の能力等

において加点を行う。

令和元年度１０月から

40

平成30年4月1日以降に契約した工事における以下３区分

①「４週８休以上」

■週休２日履行証明書による評価対象工事
・中国地方整備局発注工事における、WTO対象を除く全ての工事（技術提案評価
型Ｓ型、施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型）

■インセンティブ期間

・週休2日履行証明書発行後、１年間
（※ただしＨ３０完了工事はＨ３１．４．１から1年間）

・審査基準日（申請書の提出期限）で証明書の有効期限を確認

対象区分 評価

①４週８休以上を証明 1.0

②４週７休以上
８休未満を証明

0.5

③４週６休以上
７休未満を証明

0.2

証明なし 0

■週休２日履行証明書発行対象工事

企業の能力等において４段階評価

■週休2日履行証明書

②「４週７休以上８休未満」

③「４週６休以上７休未満」



【企業評価】維持修繕工事等の受注実績を評価 令和元年～令和３年度限定

■発注対象工事

・「防災・減災、国土強靱化のための３ヶ年緊急対策」や「平成30年7月豪雨災害」における災害復旧工事等により、広島県・岡山県
を中心とした地域において、急激に工事量が増加。

・作業環境の厳しい維持修繕工事等において、企業が入札への参加を敬遠する傾向が見られ、継続的な維持管理等に懸念。

・令和２年１月より、敬遠されがちな維持修繕等を安定的に実施することを目的として、維持修繕工事等を受注実績をもつ企業を、

総合評価における企業の能力等において加点を行う。

令和２年１月から

41

○分任官発注の一般土木工事、維持修繕工事、法面処理工事
（チャレンジ型、地域防災担い手確保型、営繕工事を除く）

○令和２年１月１日以降に公告を行う工事。

■評価対象となる受注実績

○中国地方整備局発注において、以下工事を契約した実績。
●維持修繕工事（全工事）
●法面処理工事（全工事）
●一般土木工事のうち、交差点改良工事、歩道整備・設置工事（現道工事）、電線共同溝工事（現道工事）、
砂防堰堤工事（堰堤本体工・前提保護工・土石流堆積工・渓流保全工(流路工）、管理用道路工）

○令和２年１月１日以降に契約を行う工事。

■インセンティブ期間

○評価対象工事契約後１年間。
○審査基準日（申請書の提出期限）時点で契約していることを確認。

■評価方法

○評価対象工事実績がある場合、件数に応じて企業の能力等で加点（最大2.0点）

対象区分 評価

①３件以上 2.0

②２件 1.0

③１件 0.5

④０件 0

企業の能力等において４段階評価

＜評価対象工事の件数＞



【企業評価】維持修繕工事等の受注実績を評価

42

維持修繕工事等の受注実績の評価イメージ ＜ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ＞
過去1年間の実績

維持修繕工事（全工事）、法面処理工事（全工事）、一般土木工事（交差点改良工事、歩道工事、電線共同溝工事、砂防堰堤工事）の 3件以上 2 点
令和2年1月以降契約工事について過去1年間契約実績を、一般土木工事（全工事）、維持修繕工事（全工事）、法面処理工事（全工事）で評価。（R2.1以降実績のみ） 2件以上 1 点

（確認方法） 1件 0.5 点
●令和２年1月以降契約実績 ●期間の確認⇒契約書提出求めて確認。 0件 0 点
●審査日を含めから遡り1年間の契約実績評価 ●評価対象実績の確認⇒ｺﾘﾝｽﾞの工事種別で確認。
インセンティブ対象の工事工期 ※確認できない場合は、発注資料（図面等）で評価出来るよう入札説明書に記載。

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
工程 契約 余裕期間 始期 終期

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ なし
工程 公告 審査 契約 始期 終期

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ ★ ★ ★ ★ ★
工程 公告 審査 契約 始期 終期

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ ★ ★ ★
工程 公告 審査 契約 始期 終期

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ ★ ★ ★
工程 公告 審査 契約 始期 終期

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 1件：0.5点 ★
工程 公告 審査 契約

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 2件：1点
工程 公告 審査 契約

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ ３件以上：2点
工程 公告 審査 契約

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 2件：1点
工程 公告 審査 契約

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

令和３年度

Ｃ修繕工事

第１改良工事

第２改良工事

Ｄ修繕工事

Ｅ修繕工事

第４改良工事

維
持
修
繕
工
事
等

改
築
工
事
等

令和２年度

Ａ修繕工事

Ｂ修繕工事

第３改良工事



【企業評価】週休２日実施宣言企業を評価【新規】

■対象工事

■週休２日制は平成２７年度より段階的に取り組みを拡大し、Ｒ４年度末までに全ての工事で週休２日を実施する計画としている。

■ H31年度より新たに維持工事等を考慮した交代制の導入。
■令和元年１０月より週休２日を実施した工事を、総合評価において加点評価する取り組みを開始。

■Ｒ２年度より、企業の取り組みが促進されることを目的として、「週休２日の実施を宣言」した場合、総合評価で加点を行う。

令和２年度から
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総合評価落札方式において週休２日の実施が受注者希望方式の
工事全て（チャレンジ型、地域防災担い手確保型除く）

■評価方法

○総合評価において「週休２日実施宣言書」を提出した場合、企業の能力等
で加点（2.0点）
○週休２日は４週６休以上の休暇取得とする（４週６休・７休・８休の区分にか
かわらない）

■評価の担保

○受注者の責により実施されていないと判断された場合は、週休２日実施宣
言の加算点の満点に相当する点を限度として工事成績評定を減点

※発注者指定方式： 一般土木工事のうち、本官発注工事
ＰＣ上部工事の全て
鋼上部工事の全て

※受注者希望方式： 上記以外

総合評価落札方式対象工事
（チャレンジ型・地域防災担い手確保型以外）

発注者指定方式 受注者希望方式

以下工事である。
●一般土木工事のうち、本官工事

●PC上部工事
●鋼上部工事

YES

NO

《選定フロー》

◇建設業の働き方改革推進のため、週休２日制の普及・拡大

評価対象



【企業評価】中国i-Construction表彰企業を評価

■ICT活用を推進するため、令和元年度、中国地方整備局において、ＩＣＴの取り組み実績が顕著な企業に
対し、中国i-Construction表彰（局長表彰）を行う。

■令和２年４月より入札公告を行う工事から、総合評価において加点を行う。
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令和２年度から

【新規】

＜評価方法＞
■入札手続きにおいて、中国i-Construction表彰を確認できる場合、総合評価において中国地方整備局発
注工事における過去2ヶ年の表彰有として加点を行う。
（加点内容）
・技術提案評価型（S型） ：１点～２点
・施工能力評価型（Ⅰ型・Ⅱ型）：３点～４点

※試行の対象数により、表彰に係る加点割合が異なります。
■優良工事施工団体表彰・安全管理優良請負者表彰・難工事施工団体表彰と重複評価は行わない。

◇ICT活用を促進させるため、中国ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ表彰を評価

＜対象工事＞
■技術提案評価型（ＷＴＯ対象工事を除く）
■施工能力評価型（チャレンジ型、営繕チャレンジ型、地域防災担い手確保型を除く）



■ICT活用証明書
令和●●年●●月●●日

〇〇〇〇〇建設（株） 御中

 国土交通省

の履行を証明します。

記

工　　事　　名：

契　　約　　日：

受　　注　　者：

工　　　　　期： ～

〇〇〇〇〇建設（株）

建設業許可番号       00-000000

平成28年4月2日 平成29年3月31日

中国地方整備局長 印

中国　Light ICT活用工事証明書

　当事務所発注の下記工事について、中国 Light ICT活用工事

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇工事

平成28年4月1日

令和●●年●●月●●日

〇〇〇〇〇建設（株）
〇〇〇〇 様

     国土交通省

記

工　　事　　名：

担　当　役　職： 監理技術者

契　　約　　日：

受　　注　　者：

工　　　　　期： ～

印

ICT活用工事証明書

当事務所発注の下記工事について、ICT活用工事の履行を証明します。

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇工事

中国地方整備局長

平成28年4月1日

平成28年4月2日 平成29年3月31日

〇〇〇〇〇建設（株）

建設業許可番号       00-000000

企業宛技術者宛

【企業評価・技術者評価】ＩＣＴ活用企業・技術者を評価【見直し】

■ICT活用証明書発行対象工事

■これまでH27年度にＩCT工事の試行を行い、H28年度より一層の普及促進を図るため、発注方式を創設。
■また令和元年10月より、ICT活用実績のある技術者を、総合評価における技術者の能力等において加点を行ってきたところ。
■令和２年度より、 ICT普及の更なる取り組みを目的として、ICT活用実績のある企業を総合評価における企業の能力等において
加点を行う。
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①H27以降に完成したICT活用工事

②H30年度以降に完成した中国Light ICT活用工事

■ICT活用証明書による評価対象工事

●中国地方整備局発注における全てのＩＣＴ対象工事（ＷＴＯ対象工事を除く）

■インセンティブ期間
・企業のICT活用証明書又はＬｉｇｈｔＩＣＴ活用工事証明書発行後、１年間

配点：最大１点加点（企業の能力等）
・技術者のICT活用証明書又はＬｉｇｈｔＩＣＴ活用工事証明書発行後、２年間

配点：最大１点加点（技術者の能力等）
・審査基準日（申請書の提出期限）で証明書の有効期限を確認

対象区分 評価

ICT活用工事証明
（小型ＩＣＴ建機施工含む）

1.0

Light ICT活用工事証明 0.5

証明なし 0

■ICT活用証明書発行対象工事
企業の能力等・技術者の能力等
においてぞれぞれの証明書で３段階評価

※ＩＣＴ活用工事とは、３次元の「起工測量、設計データ作成、ＩＣＴ建設機械施工、出来形
等施工管理、納品」の５要件を実施する工事。（小型ＩＣＴ建設機械施工含む）

※中国Ｌｉｇｈｔ ＩＣＴ活用工事とは、５要件の内、出来形等施工管理を必須とし、その他を任
意で実施出来る工事。

令和元年10月から

（技術提案評価型Ｓ型、施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型）

対象区分 評価

ICT活用工事証明
（小型ＩＣＴ建機施工含む）

1.0

Light ICT活用工事証明 0.5

証明なし 0

企業の能力等（最大1点）
（企業の証明書）

技術者の能力等（最大1点）
（技術者の証明書）

◇少子高齢化が進み生産性向上が急務となる中、ICT活用促進のため、企業のICT活用実績を評価



発注方式 施工能力評価型 技術提案評価型

過去の実績 （Ⅰ型・Ⅱ型） （Ｓ型）

主任（監理）技術者
としての実績

実績を評価 実績を評価

現場代理人
としての実績

主任（監理）技術者と
同等評価

主任（監理）技術者と
同等評価

担当技術者
としての実績

主任（監理）技術者と
同等評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

【技術者評価】配置予定技術者評価の緩和【見直し】

■現場代理人（H21～）及び担当技術者（H24～）としての同種工事経験については、品質確保の観点から主任（監理）技術者の
１／２を総合評価における加点としてきた。

■平成２４年１０月から、技術的特性や競争性確保の観点から段階的に、現場代理人や担当技術者としての実績を、主任（監
理）技術者としての実績と同等評価を行うよう緩和してきたところである。

■令和２年度より、更なる競争性の確保の観点から、更なる緩和を実施する。
対象工事： WTO対象工事以外の、施工能力評価型・技術提案評価型（Ｓ型）
緩和内容： 担当技術者としての実績を主任（監理）技術者や現場代理人の実績と同等評価

平成24年9月から

《緩和対象工事 拡大のイメージ》

■令和２年度より
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発注方式 施工能力評価型 技術提案評価型

過去の実績 （Ⅰ型・Ⅱ型） （Ｓ型・WTO除く）

主任（監理）技術者
としての実績

実績を評価 実績を評価

現場代理人
としての実績

主任（監理）技術者と
同等評価

主任（監理）技術者と
同等評価

担当技術者
としての実績

主任（監理）技術者と
同等評価

主任（監理）技術者と
同等評価

範囲拡大

■平成29年度より

発注方式 施工能力評価型 技術提案評価型

過去の実績 （Ⅰ型・Ⅱ型） （Ｓ型・WTO除く）

主任（監理）技術者
としての実績

実績を評価 実績を評価

現場代理人
としての実績

主任（監理）技術者と
同等評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

担当技術者
としての実績

主任（監理）技術者と
同等評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

■平成27年度より
発注方式 施工能力評価型 施工能力評価型 技術提案評価型

過去の実績 （Ⅱ型） （Ⅰ型） （Ｓ型・WTO除く）

主任（監理）技術者
としての実績

実績を評価 実績を評価 実績を評価

現場代理人
としての実績

主任（監理）技術者と
同等評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

担当技術者
としての実績

主任（監理）技術者と
同等評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

発注方式 施工能力評価型 施工能力評価型 技術提案評価型

過去の実績 （Ⅱ型） （Ⅰ型） （Ｓ型・WTO除く）

主任（監理）技術者
としての実績

実績を評価 実績を評価 実績を評価

現場代理人
としての実績

主任（監理）技術者の
１／２評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

担当技術者
としての実績

主任（監理）技術者の
１／２評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

主任（監理）技術者の
１／２評価

■平成24年10月より■平成24年9月より
（これまでの経緯）

◇競争性の確保の観点から、担当技術者の同種実績の評価を緩和



推奨単位以上
の取得

推奨単位の５割以上
推奨単位未満の取得

推奨単位の
５割未満の取得

加算点：１．０点 加算点：０．５点

1 （公社）空気調和・衛生工学会 設備技術者継続能力開発ｼｽﾃﾑ（SHASE-CPD） ５０ポイント／年 ２５０ポイント／５年 １２５ポイント／５年

2 （一財）建設業振興基金 建築・設備施工管理CPD制度 １２単位／年 ６０単位／５年 ３０単位／５年

3 （一社）建設コンサルタンツ協会 建設コンサルタンツ協会CPD制度 ５０単位／年 ２５０単位／５年 １２５単位／５年

4 （一社）交通工学研究会 継続研鑽(CPD)制度 ５０単位／年 ２５０単位／５年 １２５単位／５年

5 （公社）地盤工学会 地盤工学会継続教育制度（G-CPD） ５０ポイント／年 ２５０ポイント／５年 １２５ポイント／５年

6 （一社）森林・自然環境技術者教育会 森林分野CPD ２０時間／年 １００時間／５年 ５０時間／５年

7 （一社）全国上下水道コンサルタント協会 水コン協CPD制度 ５０単位／年 ２５０単位／５年 １２５単位／５年

8 （一社）全国測量設計業協会連合会 設計CPD（継続学習制度） ２０ポイント／年 １００ポイント／５年 ５０ポイント／５年

9 （一社）全国土木施工管理技士会連合会 継続学習制度（ＣＰＤＳ） ２０ユニット／年 １００ユニット／５年 ５０ユニット／５年

10 （一社）全日本建設技術協会 全建CPD（継続教育）制度 ２５単位／年 １２５単位／５年 ６３単位／５年

11
土質・地質技術者生涯学習協議会
（社）全国地質調査業協会連合会

地質・土質関連ＣＰＤ制度 ５０CPD単位／年 ２５０CPD単位／５年 １２５CPD単位／５年

12 （公社）土木学会 土木学会継続教育（ＣＰＤ）制度 ５０単位／年 ２５０単位／５年 １２５単位／５年

13 （一社）日本環境アセスメント協会 JEAS-CPD制度 ５０単位／年 ２５０単位／５年 １２５単位／５年

14 （公社）日本技術士会 技術士ＣＰＤ（継続研鑽）制度 ５０CPD時間／年 ２５０CPD時間／５年 １２５CPD時間／５年

15 （公社）日本建築士会連合会 建築士会継続能力開発（ＣＰＤ）制度 １２単位／年 ６０単位／５年 ３０単位／５年

16 （公社）日本コンクリート工学会 継続教育（ＣＰＤ） － － －

17 （公社）日本造園学会 造園ＣＰＤ（継続教育）制度 ５０単位／年 ２５０単位／５年 １２５単位／５年

18 （公社）日本都市計画学会 都市計画CPD制度 ５０単位／年 ２５０単位／５年 １２５単位／５年

19 （公社）農業農村工学会 農業土木技術者継続教育（ＣＰＤ）制度 ５０単位／年 ２５０単位／５年 １２５単位／５年

五十音順

※推奨単位を単年しか設定していない団体の評価基準は、単年の推奨単位を５倍している。

Ｎｏ 運　営　者 継続教育学習制度 推奨単位

評価基準

加算点：０点

【技術者評価】継続教育(CPD)の評価
○平成１８年度より、学習意欲のある配置予定技術者を評価することにより工事品質の向上を図るため、建設系ＣＰＤ協議会に加盟する団体のうち、推
奨取得単位数を設定している団体の学習実績について評価対象としている。評価基準は、各団体が推奨する単位数及び年平均取得単位数を参考と
して、各団体の推奨する単位の２割程度を評価対象としている。

○近年のＣＰＤ単位の取得状況及び本省ガイドライン（各団体推奨単位を評価）との整合を図るため、平成２６年度より評価基準を見直し、 推奨単位以
上の取得には加算点の満点を与え、推奨単位の５割以上推奨単位未満の取得には半分の加算点とした。

47

評価対象となる建設系CPDプログラム（土木）



内容

●産休育休等期間に相当する期間を評価対象期間に加える

●総合評価落札方式で発注する工事全てに適用

■産休育休期間を評価対象期間に加えることが出来る項目
○同種工事の経験 ［競争参加資格要件］
○工事の実績 ［配置予定技術者の能力（加算点）］
○工事の成績 ［ 〃 ］
○表彰 ［ 〃 ］
○建設系ＣＰＤ ［ 〃 ］

審査基準日
（若しくは、年度末）

産休育休等を
取得した期間

実績を求める期間【基本】
（評価対象期間（○○年間））

評価対象期間の初日

評価対象期間に加える

【イメージ図】産休育休等期間に相当する期間を
評価対象期間に加える措置

平成27年10月から
産休育休等を取得しやすい環境整備【評価対象期間の緩和】

◆背景
公共工事の担い手確保の取り組みのひとつとして
○男女問わず育児休業を取得しやすい環境整備
○女性の就業率向上や継続就業支援 を目的とし、評価対象期間を緩和する。
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地域精通度・地域貢献度

○社会資本整備・管理に関する入札契約における評価項目としての妥当性を考慮し見直しを行う。

地域精通度・地域貢献度設定項目一覧

注)1.入札参加要件に、地域要件として「本店限定」等の「営業拠点の有無に関するもの」を設定した場合には、「地域内における本支店、営業所の所在地の有
無」は設定せず、別の評価項目を任意選択すること。

2.別途評価項目を設定する場合は、総合評価委員会（県部会）の承認を得ること。
3 .事業継続計画（BCP）の認定の有無については、一般土木Cランクのみ評価対象とする。

平成18年度から
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優先度 評価項目 着目点 評価基準 備考

活動実績あり

協定の締結あり

無し

若手技術者又は技術者の雇用あ
り

若手（上記以外）又は技術者以外
の雇用あり

なし

あり

なし

地域内に本店あり

地域内に支店又は営業所あり

地域内に拠点なし

近隣地域での施工実績あり

なし

近隣地域での施工実績あり

なし

活動実績あり

なし

道路除雪作業実績あり

なし

河川・道路維持工事の実績あり

なし

実績あり

なし

実績あり

なし

自社作業員を３名以上確保あり

なし

● 災害対応協定等に基づく活動実績の有無 災害対応協定等に基づく支援活動の実績および災害対応協定締結の有無を評価 本省ガイドライン

● 若手技術者等の雇用の有無
若手技術者（満年齢29歳以下の技術者）又は技術者の雇用および地域内の学校を卒業した若手（満年齢29歳以下）又は技術者
以外の雇用の有無を評価

中国地整独自設定

○ 事業継続計画（ＢＣＰ）の認定の有無 中国地方整備局長が認定した地域建設業の事業継続計画（ＢＣＰ）の有無を評価 中国地整独自設定

○ 地域内における本支店、営業所の有無 地域内における本支店、営業所の有無について評価 本省ガイドライン

○ 企業の近隣地域での施工実績の有無 地域内における元請けとして完成・引き渡しが完了した工事の施工実績の有無を評価 本省ガイドライン

○ 配置予定技術者の近隣地域での施工実績の有無 配置予定技術者の地域内における主任（監理）技術者等として完成・引き渡しが完了した工事の施工実績の有無を評価 本省ガイドライン

○ ボランティアサポートプログラム等の活動実績の有無 地域内におけるボランティアサポートプログラム（直轄）又は同様の趣旨の活動等（地方公共団体等）への参加実績の有無を評価 本省ガイドライン

○ 道路除雪作業の実績の有無 地域内における国土交通省、県又は市町村から委託された道路除雪作業の実績の有無を評価 中国地整独自設定

○ 河川・道路維持工事の実績の有無 地域内における国土交通省の河川・道路維持工事の実績の有無を評価 中国地整独自設定

○ 地域固有の資源等を活用した土木技術開発 地域固有の資源等を活用した土木技術開発の実績の有無を評価 中国地整独自設定

○ 中小企業の擁護・育成への取り組み 中小企業の擁護・育成への取り組み実績の有無を評価 中国地整独自設定

○ 通年維持工事等における自社作業員の有無 主任（監理）技術者、現場代理人、担当技術者以外に、自社作業員の確保の有無を評価。 中国地整独自設定

●：原則設定する項目

○：工事の特性等を考慮し設定する項目



①当該年度より過去２年間の若手技術者の雇用及び若手（技術者を除く）の雇用又は、令和２年４月７日以降における技術者の雇用及び技術者以外の雇用
について「若手技術者又は技術者の雇用実績有り」、「若手（若手技術者を除く）又は技術者以外の雇用実績有り」、「雇用実績無し」で評価。
※過去２年間（競争参加企業に雇用されている間に限る）に若手（技術者を除く）が新たに資格（※）を取得した場合に、「技術者の雇用有り」 と同等に評価。

② 「若手技術者の雇用」、「若手（技術者を除く）の雇用」、「技術者の雇用」、「技術者以外の雇用」いずれの場合も入札参加希望者と直接的な雇用関係にある
ことを条件とする。（必要に応じて人数等は各事務所で設定）

※資格とは
加点対象とする資格は建設業法に基づく技術検定合格者。【1級又は2級施工管理技士。分野は問わない。】

○若手技術者とは
・ 建設業法第７条第２号ハに示す資格を有している者。又は
・国土交通省省令で定める学科（高校、高専、大学）の卒 業者。
上記に加え審査基準日（申請書の提出期限日）において満年齢２９歳以下の者。
○若手とは
・若手技術者にあてはまらない者で、地域内の中学校、高校、高専、大学等を卒業した者で、
かつ審査基準日（申請書の提出期限日）において満年齢２９歳以下の者の雇用。
○技術者とは
・ 建設業法第７条第２号ハに示す資格を有している者。又は
・国土交通省省令で定める学科（高校、高専、大学）の卒業者。
○技術者以外とは
・若手技術者、若手、技術者に該当しない者。（地域内卒業要件を問わない）

評価項目 配点

■過去２年間に採用した、若手技術者（満年齢２９歳以下の技術者）を
雇用した実績がある場合、又は、
■競争参加企業に雇用されている満年齢２９歳以下の若手が過去２年
間に資格（※）を取得した場合、又は、
■令和２年４月７日以降に技術者の雇用実績がある場合に加点する。

1.0点

■過去２年間に採用した、地域内の中学校、高校、高専、大学等を卒
業した若手（満年齢29歳以下）の雇用（若手技術者を除く）実績がある
場合、又は、
■令和２年４月７日以降に技術者以外の雇用実績がある場合に加点
する。

0.5点

無し 0.0点

【地域精通度・地域貢献度】若手技術者等の雇用等

評価方法（評価の考え方）

【配点事例】

【背景】
◇建設業就業者は３人に１人が55歳以上、29歳以下は8人に1人と高齢化が進行している。
◇建設業の入職率は年々減少傾向にあり、若年層（24歳以下）の入職者数は、6人に1人となっている。
◇この状況を鑑み、平成18年度から若年層の確保に向け、若手技術者の雇用を総合評価で評価する試行に取組んでいる 。
◇平成29年度より、雇用後の若手技術者の育成を推進している企業が評価されるよう、若手が新たに資格（※）を取得した場合
の評価を加えるとともに、若手（技術者を除く）の雇用評価対象者を義務教育修了者に拡大。

◇令和２年４月７日に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を鑑み、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急

事態宣言が発令され、求人の減少、派遣契約や採用内定の取消等の動きが現れ始めている状況を踏まえ、

令和２年10月より時限措置として、年齢に係わらず新規の正規雇用がなされた実績を評価するよう拡大を行う。

平成18年度から

Ｒ２年10月～R３年度限定で拡大
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◆若手技術者育成型 （H26～）R2見直し
■配置予定技術者の評価は経験豊富な技術者が高評価となるため、若手技術者が主任（監理）技術者に登用されにくい状況

■品質を確保しつつも、担い手確保のために若手技術者が工事実績を積む機会の確保を目的に、若手技術者を主任（監理）技

術者に配置する場合、経験豊富な専任補助者を配置し評価出来る工事を試行

■R2より、①若手技術者に求める同種実績の要件を緩和 ②対象工事範囲を本官工事（WTO含む）に拡大 ③若手技術者を

配置した場合に総合評価で加点を行う。

◆ＩＣＴ活用工事（H28～） R２拡大
■平成28年度よりi-Constructionにおける｢ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）」の一層の普及推進を図るため、入札契約手続きと
して「ＩＣＴ活用工事（発注者指定型及び施工者希望Ⅰ・Ⅱ型）」を行っている。

■平成31年度より、ＩＣＴ未経験企業においても、ＩＣＴを気軽に経験することで、更なる活用促進を促すため、 ５要件を必須とせ

ず、ICT建機を使わずともＩＣＴ活用実績として認める「中国 Light ICT」を試行的に導入拡大（対象：ICT活用工事のうち、施工
選択型、施工者希望Ⅱ型）

■令和２年度より、中国LightICT活用を必須としたうえで、ICT（５要件）活用を施工者が入札手続き時に提案できる、

「発注者指定Ⅱ型」を新設。これまでの、ICT土工、舗装、河川しゅんせつ、地盤改良に加え、法面工、舗装修繕を追加。

多様な発注方式の取り組み

◆地元企業活用促進型（H21～継続）
地域企業に対する評価を推進することが、工事全体の品質確保の観点からも重要であることを踏まえ、工事の一定の割合を
分担する下請企業や資材会社の活用率等を適切に評価する。

○適用工事 ：一般土木Ｂ工事 → 原則実施。（ただし、特定専門工事審査型優先。）
一般土木Ｂ以外 → 他工種も積極的実施
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多様な発注方式の実施方針
・品確法の主旨を踏まえ、多用な発注方式の活用により適正な工事発注に努めているところ。
・更なる生産性向上の観点やより妥当な発注方式の模索に取り組み、検証を行うとともに一層適正な公共調達を目指す。



◆企業能力評価型（R2.7～新規）
「防災・減災、国土強靱化のための３ヶ年緊急対策」や「平成３０年７月豪雨災害」による災害復旧工事等により、広島県・岡山県
を中心とした地域において、急激に工事量が増加。

同種性の高い技術者が配置出来ない場合においても競争性を保てるよう、配置予定技術者の能力評価を行わず、企業の能力
等で評価を行う「企業能力評価型」を導入。

◆チャレンジ型 （H27～継続）
施工実績、工事成績評定のウエイトが大きく、受注意欲はあるが施工実績が少ない企業は受注することが難しい。実績の少な
い企業も受注機会が確保出来るよう、施工実績、成績評定等のウエイトを抑え、受注機会を確保する｢チャレンジ型｣の工事を平
成２７年度より試行し、平成２８年度よりさらなる受注機会の確保の観点から、対象工事の拡大を行っている。
また、平成３０年度からより同種性・同種性の要件を緩和。

◆営繕チャレンジ型 （R1.10~新規）
背景はチャレンジ型と同様。営繕工事の場合、公共工事より民間工事の割合が多く、工事成績評定を評価出来ない企業が多い
ことから、工事成績評定の加点評価を行わず、また施工実績のウエイトを抑え、受注機会を確保する発注方式を試行。

多様な発注方式の取り組み
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◆現場担当技術者評価型（H24.10～ ）R2は休止
受注者が現場担当技術者を複数名配置することにより、現場における品質管理、出来形管理、安全管理等への関与を高め、
工事事故や粗雑工事の防止を含めた工事全体の品質確保を目指す。
○適用工事 ：３億円以上の工事または工事難易度がⅢ以上の工事

◆特定専門工事審査型（H19～継続）〔H24.7～下請負人の見積を踏まえた入札方式を併用〕
工事目的物の品質に対し実質的に大きな影響を与える専門工事業者（下請業者）の施工能力等を的確に評価することによる
工事品質の確保を目的とし、一体として発注する工事のうち主要な専門工事についても技術資料等を求めて評価する。

○適用工事 ：特定専門工事（杭基礎工、地盤改良工、法面アンカー工）を含む工事で実施



◆地域防災担い手確保型（R1・R2限定）
「国土強靱化計画」（H30～32年度）に基づく緊急対策、災害時の担い手確保の観点から、総合評価項目において地元企業
の災害時の貢献を高く評価する。

◆技術提案・交渉方式（H30.1ガイドライン改訂）
発注者が最適な仕様を設定できない工事または仕様の前提となる条件の確定が困難な工事に対し、技術提案の審査及び価
格等の交渉により仕様を確定し、予定価格を定めることを可能とする方式。

◆新技術導入促進型（H30～ ）
建設現場におけるイノベーションの推進、生産性の向上及び若手技術者等の確保のため、施工能力評価型又は技術提案評
価型において、発注者が指定するテーマに基づき、新技術を活用する提案を求め、その妥当性について評価する。
※新技術導入促進（Ⅰ）型・・・・・施工能力評価型において、ＮＥＴＩＳに登録された新技術が提案された場合に加点評価

※新技術導入促進（Ⅱ）型・・・・・技術提案評価型又は施工能力評価Ⅰ型において、研究開発中の新技術が提案された場合に
加点評価

◆女性技術者活用促進型（R2~）
建設業界における担い手の確保ならびに女性技術者の現場への進出・活躍推進を図るため、女性技術者を主任（監理）技術者、
現場代理人、担当技術者のいずれかに配置する場合、総合評価において加点評価する。

多様な発注方式の取り組み
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◆余裕期間制度の活用 R2拡大
施工時期等の平準化に向けた計画的な事業執行のため、下記の余裕期間制度を活用するものとする。

①発注者指定方式 ②任意着手方式 ③フレックス方式

なお、余裕期間の長さは６ヶ月を超えない範囲で設定する。

また、余裕期間内は主任技術者又は監理技術者を配置することを要しない。（現場着手をしてはならない。）



◆一括審査方式（H25～継続 R1.7～拡大）
一括審査方式は、受発注者の負担、事務量の軽減を目的として試行を行ってきたとろであるが、更なる事務量の軽減を図るた
めに、平成２６年度から配置予定技術者の登録は１名とする。
令和元年７月から、施工地域・工事内容から限定的に、配置予定技術者の複数名申請を可能とした。（原則は1名申請）

◆段階選抜型入札方式（H23～）
建設業者の技術提案の作成や発注者の審査・評価の負担の軽減を目的とし、競争参加資格の確認、企業の施工実績等に
より第一段階の絞り込みを行う。その上位企業に対し技術提案を依頼し評価を行い、入札結果と併せ、評価値により落札者を
決定する。
○適用工事 ： ＷＴＯ対象工事、トンネル工事、改良工事、ＰＣ工事、鋼橋上部工事 等
平成３０年度からは、一般土木工事（WTO対象工事）は原則、段階選抜型入札方式とし、一次審査においてWLB、技術提案
（１視点）を評価対象とする。
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◆成績評定重視型（H28～）
現在の総合評価落札方式の配点においては、「過去の同種工事実績（同等規模の施工実績の有無）」で評価に大きく差が出る
傾向となっており、同等規模の施工実績を持たない企業の参加意欲を躊躇させている。また、工事成績の評価が拡大することは
、工事品質の向上につながるとも考えられる。平成２８年度より、企業（技術者）成績に重みを置く配点割合を変え、成績評定点
が企業評価により反映されることを目的とした試行を行う。

◆ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ(WLB)等推進企業を評価する取組の試行（H28.12～）
建設業界全体でワーク・ライフ・バランスが推進されるよう、ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業として法令に基づく認定を
受けた企業その他これに準ずる企業（以下「ワーク・ライフ・バランス等推進企業」という。）を評価する取組を試行的に導入。

多様な発注方式の取り組み

◆施工能力簡易確認型の試行（H29～）R2は休止
入札書と、総合評価項目について競争参加者が自ら採点した「自己採点申請書」の提出を求め、評価値の算定を行った後に、
落札候補者（評価値上位３者）に技術資料の提出を求め、自己採点内容の確認を実施。

• 施工能力評価型では、公告から落札者決定まで約４４日の日数が必要である。施工能力簡易確認型において、落札候補者（３
者）の通知までを約２７日まで短縮を図る。



◆地域維持型建設共同企業体により競争参加することができる契約方式（H23～継続 R1.7~拡大）
地域維持事業の担い手確保が将来的に困難となる場合において、“地域維持型建設共同企業体”により競争に参加すること
ができる契約方式。
なお、必要に応じ、複数年の契約期間とし、又は複数の工区もしくは工種の組合せによる契約単位とすることができる。
令和元年7月から、新築・改築を除く、維持修繕工事、防災工事、補修工事等に拡大）

◆入札書と技術資料の同時提出（ H24）〔 H29より対象工事の拡大〕
・平成２４年１２月２８日付け「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続きの見直しに係る試行の実施について」を受けて、事務所が発注する
一般土木工事を対象に各事務所１件入札書と技術資料の同時提出の試行を実施。

・平成２６年２月６日付け「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続きを踏まえた入札契約手続きの見直しの実施について」において、入札書
と技術資料の同時提出に関する方針が示された。中国地方整備局では以下のとおり実施する。
○適用工事 ：総合評価落札方式のうち、施工能力評価型全てを対象

◆ＩＴを活用した現場説明会（H22）
入札説明書、特記仕様書、図面等を用い説明することを基本とするが、基本的な概要の他、特に留意すべき点等を補足説明す
ることにより、工事概要・目的や発注者の趣旨等の理解度向上を図り、より良い技術提案及び不用な質疑の減少を期待するもの。

○適用工事 ：ＷＴＯ対象工事、トンネル工事、橋梁上下部工事の中から選定する。
（利害関係者が多いことや近接工事があるなど複雑な工事を基本）
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多様な発注方式の取り組み

◆工事関連データの提供（H21）
受注者の技術資料作成のための情報収集に要する時間・事務負担の軽減を期待し、現場条件や、設計条件等の質問及び
回答等、受・発注者の事務量の軽減を目的に実施する。

○適用工事 ：ＷＴＯ対象工事、トンネル工事、橋梁上下部工事は原則実施。
提供データについては、（例えばトンネル工事の場合）地質調査業務報告書及びトンネル詳細
設計業務報告書等のＰＤＦデータを中国地整ＨＰからダウンロードできるように設定する。

◆労務費見積尊重宣言推進型（R2.8～新規）
建設業の労務賃金が全産業の約２割低いことを受け、平成30年9月 「労務費見積尊重宣言」を行い、日建連として取り組みを推
進している。
令和２年10月より、下請企業からの労務費見積を尊重する企業に対して、総合評価において加点評価する。



■「中国ＬｉｇｈｔICT活用工事」とは、ＩＣＴ活用５要件（起工測量、設計データ作成、ＩＣＴ建機による
施工、出来形管理等施工管理、電子納品）のうち、「出来形管理等施工管理」を必須とし、その他
の活用を任意とするもの。

中国LｉｇｈｔＩＣＴ活用工事

■ ＩＣＴ活用工事は、５要件（起工測量、設計データ作成、ＩＣＴ建機による施工、出来形管理等施工管理、電子納品）必須
■小規模工事は、現ICT活用工事の取組内容（実施要領）では経費の面で乖離が大きいとの意見が多い
■ＩＣＴ未経験企業等においても、ＩＣＴを気軽に経験することで、更なる活用促進を促すため、 ５要件を必須とし、ICT建機を使わ
ずともＩＣＴ活用実績として認める「中国 Light ICT」を試行的に導入する。
■ＩＣＴ活用によるメリットを体験していただくことで、地方公共団体発注工事も含めたICT活用工事の更なる拡大を目的とした
試行工事を行う。

【多様な発注方式】ＩＣＴ活用工事【中国Ｌｉｇｈｔ ICTの活用】 平成31年度から

56

起工測量 設計データ
作成 電子納品出来形管理等

施工管理
ＩＣＴ建機
施工

○中国 Light ICT

起工測量 設計データ
作成

ＩＣＴ建機
施工

○ＩＣＴ活用工事 ５要件

必須実施項目 選択実施項目

出来形管理等
施工管理



発注者指定Ⅱ型

（土工量）

（全体工事費）
3億円2億円1億円0円

0m3
５千m3

5万m3

施工者希望Ⅱ型

発注者指定Ⅰ型

（全体工事費）
3億円1.億円0円

0m3

5万m2

2億円

1万m3

発注者指定型

施工者希望Ⅰ型

施工者希望Ⅱ型

（土工量）

【多様な発注方式】ＩＣＴ活用工事の促進【ICT土工】

■平成28年度よりi-Constructionにおける｢ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）」の一層の普及推進を図るため、
入札契約手続きとして「ＩＣＴ活用工事（発注者指定型及び施工者希望Ⅰ・Ⅱ型）」を行っている。

■令和元年度より、施工者希望Ⅱ型において中国LightＩＣＴの活用提案も工事成績において評価。
※中国Ｌｉｇｈｔ ＩＣＴ活用工事とは、５要件の内、出来形等施工管理を必須とし、その他を任意で実施出来る工事。

■令和２年度より、中国LightICT活用を必須としたうえで、ICT（５要件）活用を施工者が入札手続き時に提案できる、
「発注者指定Ⅱ型」を新設。（従来の発注者指定型は、発注者指定Ⅰ型に名称変更）

■総合評価において、ICT（５要件）活用を提案した場合、技術者の能力等において加点を行う。
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平成28年度から

型式 対象工事 中国
LightICT

ICT（5要件）
活用

総合評価 工事成績 ペナルティ

発注者指定Ⅰ型 ３億円以上の土工工事または
土工量５万㎥以上の工事
発注者がICT(5要件)活用を指定

－
（不可）

○
必須

加点評価なし。 創意工夫
で評価。

工事成績評定において減点（契約違反）

発注者指定Ⅱ型 １億円以上３億円未満かつ、
土工量５千m3以上５万m3未満の工事
発注者が中国LightICT活用を指定
入札手続き時にICT(5要件)活用の提案
が可能

○
必須

△
入札参加時
提案により
実施

ICT活用（５要件）提案がある場合、
技術者の技術力等において加点。
（３点）
※中国LightICTは加点無し。

創意工夫
で評価。

工事成績評定において減点。
・ICT（５要件）提案有→ICT（5要件）未実施で履行義務
違反
・ICT(５要件)提案無→中国LightICT未実施で契約違反

施工者希望Ⅱ型 ３億円未満で土工量5千㎥未満または
1億円未満で土工量5万㎥未満
契約後、受注者の提案により実施可能

△
契約後
提案により
実施

△
契約後
提案により
実施

加点評価なし。 創意工夫
で評価。

なし

＜関連工事＞
ICT土工の関連工事として、受注者からの提案により下記をICT
により実施することができる。
・作業土工（床堀）、付帯構造物設置工

【見直し】

発注方式イメージ

◇ICT活用を促進させるため、ＩＣＴ土工の対象工事を拡大

○：必須 △：提案により実施 －：実施不可

＜R1＞ ＜R２＞

発注者指定Ⅱ型を新設
・中国LightICT又はICT（５要件）どちらか一方を選択
・ICT（5要件）活用を選択した場合、総合評価で加点



（舗装面積）

（全体工事費）
3億円1.2億円0円

0m2

1万m2

施工者希望
Ⅱ型

発注者指定Ⅰ型

施工者希望Ⅰ型施工者希望Ⅰ型

（舗装面積）

（全体工事費）
3億円0円

0m2

1万m2
発注者指定型

施工者希望Ⅱ型

型式 対象工事 中国
LightICT

ICT（5要件）
活用

総合評価 工事成績 ペナルティ

発注者指定Ⅰ型 ３億円以上の工事
発注者がICT活用を指定

－
（不可）

○
必須

加点評価なし。 創意工夫
で評価。

工事成績評定において減点（契約違反）

施工者希望Ⅰ型 １．２億円以上３億円未満または、
舗装面積１万m2以上の工事
入札手続き時における活用提案により
実施

△
契約後
提案により
実施

△
入札参加時
提案により
実施

ICT活用（５要件）提案がある場合、
技術者の技術力等において加点。
（３点）

創意工夫
で評価。

工事成績評定において減点。（履行義務違反）

施工者希望Ⅱ型 １．２億円未満で舗装面積１万m2未満
の工事
契約後、受注者の提案で実施可能

△
契約後
提案により
実施

△
契約後
提案により
実施

加点評価なし。 創意工夫
で評価。

なし

○：必須 △：提案により実施 －：実施不可

【多様な発注方式】ＩＣＴ活用工事の促進【ICT舗装】

■平成29年度よりi-Constructionにおける｢ＩＣＴの全面的な活用」の一層の普及推進を図るため、ICT舗装を追加。
入札契約手続きとして「ＩＣＴ活用工事（発注者指定型及び施工者希望Ⅰ・Ⅱ型）」を行っている。

■令和元年度より、施工者希望Ⅱ型において中国LightＩＣＴの活用提案も工事成績において評価を行う。
※中国Ｌｉｇｈｔ ＩＣＴ活用工事とは、５要件の内、出来形等施工管理を必須とし、その他を任意で実施出来る工事。

■令和２年度より、施工者希望Ⅰ型の適用範囲を１．２億円以上に拡大
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平成29年度から
【見直し】

発注方式イメージ

◇ICT活用を促進させるため、ＩＣＴ舗装の対象工事を拡大

＜R1＞ ＜R２＞

施工者希望Ⅰ型の適用拡大
（１．２億円以上）

※従来の発注者指定型を発注者指定Ⅰ型に名称変更

＜関連工事＞
ICT土工の関連工事として、受注者からの提案により下記をICT
により実施することができる。
・付帯構造物設置工



【多様な発注方式】ＩＣＴ活用工事【ICT河川浚渫】

型式 平成30年度～運用

発注者指定Ⅰ型 ３億円以上で浚渫量２万㎡以上の工事の中から試行的に実施

施工者希望Ⅰ型 ３億円未満で浚渫量２万㎡以上を目安として各事務所で設定

施工者希望Ⅱ型 ３億円未満で浚渫量２万㎡未満を目安として各事務所で設定
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平成30年度から

型式 総合評価 工事成績 ペナルティ
発注者指定Ⅰ型 加点評価なし。 創意工夫において評価。 工事成績評定において減点（契約違反）

施工者希望Ⅰ型 ICT活用提案がある場合、企業の
技術力等において加点。（３点）

創意工夫において評価。 工事成績評定において減点。（履行義務違反）

施工者希望Ⅱ型 加点評価なし。 創意工夫において評価。 なし

【R1.10~拡大】

■平成29年度よりi-Constructionにおける｢ＩＣＴの全面的な活用」の一層の普及推進を図るため、ICT舗装を追加。
入札契約手続きとして「ＩＣＴ活用工事（発注者指定型及び施工者希望Ⅰ・Ⅱ型）」を行っている。

■令和元年度より、施工者希望Ⅱ型において中国LightＩＣＴの活用提案も工事成績において評価を行う。
※中国Ｌｉｇｈｔ ＩＣＴ活用工事とは、５要件の内、出来形等施工管理を必須とし、その他を任意で実施出来る工事。

施工者希望Ⅰ型

（浚渫量）

（全体工事費）
3億円0円

0m3

2万m3
発注者指定Ⅰ型

施工者希望Ⅱ型

発注方式イメージ



【多様な発注方式】ＩＣＴ活用工事【ICT地盤改良】
【背景】
◇平成31年度よりi-Constructionにおける｢ＩＣＴの全面的な活用」の一層の普及推進を図るため、
ICT地盤改良を追加。
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平成31年度から

ICT土工の関連工事として実施、又は、ICT地盤改良単独で実施することができる。

（浚渫量）

（全体工事費）

施工者希望Ⅰ型

施工者希望Ⅱ型

発注者指定型

3億円

2万㎡

発注方式イメージ

0円

0㎡

施工者希望Ⅱ型

型式 平成30年度～運用

発注者指定Ⅰ型 －

施工者希望Ⅰ型 －

施工者希望Ⅱ型 ●地盤改良工の内、路床安定処理工、表層安定処理工、固結工（中層混合処理）
※従来施工において、地盤改良工の土木工事施工管理基準を適用しない工事は
適用対象外。

●契約後に受注者からのICT又はLightＩＣＴ活用提案により実施可能。

※中国Ｌｉｇｈｔ ＩＣＴ活用工事とは、５要件の内、出来形等施工管理を必須とし、そ

の他を任意で実施出来る工事。

型式 総合評価 工事成績 ペナルティ
施工者希望Ⅱ型 加点評価なし。 創意工夫において評価 なし



型式 総合評価 工事成績 ペナルティ
施工者希望Ⅱ型 加点評価なし。 創意工夫において評価

（①②④⑤全て実施した場合にICT活用工
事の実績として評価）

なし

【多様な発注方式】ＩＣＴ活用工事【ICT法面工】
【背景】
■令和２年度よりi-Constructionにおける｢ＩＣＴの全面的な活用」の一層の普及推進を図るため、ICT法面工を追加。
■ICT法面工においては、ICT建設機械がないことから、施工プロセスのうち、３次元の起工測量・設計データ作成・
出来形管理等の施工管理・納品を実施する事で、ICT活用工事の実績とする。
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型式 運用

発注者指定Ⅰ型 －

施工者希望Ⅰ型 －

施工者希望Ⅱ型 ●植生工（種子散布・張芝・筋芝・植生シート・植生マット・植生筋・人工張芝・植生穴・
植生基材吹付）、吹付工（コンクリート吹付・モルタル吹付）、法枠工（吹付枠）

●契約後に受注者からのICT活用提案により実施可能。

ICT施工プロセス： ①３次元起工測量
②３次元設計データの作成
③該当なし
④３次元出来形管理等の施工管理
⑤３次元データの納品

発注方式イメージ

（面積）

（全体工事費）0円
0m3

施工者希望Ⅱ型

令和２年度から

【新規】



型式 総合評価 工事成績 ペナルティ

施工者希望Ⅰ型

ICT活用提案（5要件①②③④⑤）
がある場合、技術者の能力等に
おいて加点。（３点）

創意工夫において評価。 工事成績評定において減点。（履行義務違反）

ICT活用提案（3要件①②⑤）があ
る場合、技術者の能力等におい
て加点。（１点）

創意工夫において評価。
（中国LightICT相当）

工事成績評定において減点。（履行義務違反）

施工者希望Ⅱ型 加点評価なし。 創意工夫において評価。 なし

【多様な発注方式】ＩＣＴ活用工事【ICT舗装修繕】

型式 運用

発注者指定Ⅰ型 －

施工者希望Ⅰ型 １．２億円以上又は切削面積１万㎡以上を目安として各事務所で設定
（発注等級をアスファルト舗装A等級単独の場合に適用）

施工者希望Ⅱ型 １．２億円未満かつ切削面積１万㎡未満を目安として各事務所で設定
（発注等級をアスファルト舗装B等級を含む場合に適用）
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■令和２年度よりi-Constructionにおける｢ＩＣＴの全面的な活用」の一層の普及推進を図るため、ICT舗装修繕を追加。
入札契約手続きとして「ＩＣＴ活用工事（施工者希望Ⅰ・Ⅱ型）」を行う。

■ICT舗装修繕は、ICT建設機械による施工、従来型建設機械を選択し活用することができる。
■ICT舗装修繕においては、施工管理システムを搭載したICT建設機械により出来形管理を行うため、従来型建設機械により施
工を行う場合は、出来形管理も従来手法により行う。

発注方式イメージ

施工者希望Ⅰ型

（切削面積）

（全体工事費）1.2億円0円
0m2

1万m2

施工者希望Ⅱ型

ICT施工プロセス： ①３次元起工測量
②３次元設計データの作成
③ICT建設機械による施工（施工管理システム）
④３次元出来形管理等の施工管理
⑤３次元データの納品

対象： 切削オーバーレイ工

令和２年度から

【新規】



【多様な発注方式】地元企業活用促進型

１．対象工事

《選定フロー》

２．評価項目の考え方

①地元企業の一次下請活用率を評価

一次下請予定金額の総額に対する地元企業の一次下請予定金額の割合
について評価する。

②地元資材の活用率を評価
主要資材の購入予定金額（一次下請購入予定分を含む）の総額に対する
地元に本店が所在する企業（メーカー）からの主要資材の購入予定金額の
割合について評価する。
なお、地元に生産拠点を有するプラント等で出荷される資材（AS合材、生
コンクリート、砕石、コンクリート二次製品、等）については、地元に本店が所
在する企業と同様な扱いとする。

３．配点の考え方

地元の下請企業活用や地元地域で資材調達が可能な工事において
試行する。

（配点例）

※一般土木工事におけるＣ等級の難易度Ⅱ以下の場合、評価項目に「地元
企業の一次下請活用率」を設定しても差が付かないため単独評価を追加

評価基準 配点

100% 1.0

　90%以上 0.5

　90%未満 0.0

　90%以上 1.0

　90%未満 0.0

①一次下請活用率

②地元資材活用率

専門性の
高い工事である。

（トンネル、鋼橋上部、PC、
AS舗装、建築など）

工事規模が
一般土木工事における

C等級の難易度Ⅱ
以下である。

総合評価落札方式対象工事

地元資材の
活用率を評価その他の

総合評価落札方式

YES

NO

地元地域で
主要資材の調達が困難

である。

・地元企業の一次下
請活用率を評価

・地元資材の活用率
を評価

YES

NO

NO

YES

〔地元企業活用型〕

※

地域企業に対する適切な評価を推進することが、工事全体の品質確保の観点からも重要であることを踏まえ、工事の一定の割
合を分担する下請企業や資材会社の地域への精通度や貢献度等について適切に評価する“地元企業活用審査型総合評価落札
方式”を試行する。
令和２年度は地域の実情をふまえながら、試行を適用する。

平成21年度から
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専任補助者 若手技術者（配置予定技術者）

技術者資格 ■主任（監理）技術者となりうる資格 ■主任（監理）技術者となりうる資格
■審査基準日時点で満４０歳以下

同種実績
（競争参加資格）

■競争参加に必要な同種工事実績
（トンネル工事の場合）
・NATMによる施工実績
・トンネル内空断面積●●m2以上
・トンネル施工延長●●m以上
（橋梁上部工事の場合）
・●活荷重又はTL-●以上
・橋梁形式が●●橋
・最大支間長が●●m以上

■競争参加に必要な同種工事実績（緩和）
（トンネル工事の場合）
・トンネル工事の施工実績

（橋梁上部工事の場合）
・鋼橋上部工事の施工実績

配置期間 ■配置予定技術者（主任（監理）技術者）
を専任で配置すべき期間と同期間

■主任（監理）技術者として専任配置すべき
期間

その他 ■現場代理人との兼務可能

【多様な発注方式】 若手技術者育成型の要件緩和【見直し】

■対象工事

本官工事（ＷＴＯ対象含む）

■評価方法

 専任補助者を配置する場合、専任補助者を「技術者の能力等」の評価対象とする。
 40歳以下の若手技術者を配置予定技術者として配置する場合、総合評価において1.0点加点

■配置予定技術者の評価は経験豊富な技術者が高評価となるため、若手技術者が主任（監理）技術者に登用されにくい状況。
■品質を確保しつつも、担い手確保のために若手技術者が工事実績を積む機会の確保を目的に、若手技術者を主任（監理）技術
者に配置する場合、経験豊富な専任補助者を配置し評価出来る工事を試行。
■H26より、本官工事（ＷＴＯ対象を除く）を対象に試行を行ってきたが、主任（監理）技術者として配置する若手技術者の競争参加
資格として求める同種実績は、当該工事に対し、構造要件や架設要件等の同種性を求めていたため、実績の少ない若手技術者
は配置しづらい状況になっていた。
■R２より、以下内容の見直しを行う。
①若手技術者がより登用されやすくするため、専任補助者を配置する場合に限り、若手技術者（配置予定技術者）の同種工事
実績（競争参加資格）に、構造要件や架設要件等を求めないよう緩和する。

②対象工事を、全ての本官工事（ＷＴＯ対象を含む）に拡大する。
③ 40歳以下の若手技術者を配置予定技術者として配置する場合、総合評価において加点を行う。

■技術者配置の条件
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平成26年度から

専任補助者 若手技術者（配置予定技術者）

技術者資格 ■主任（監理）技術者となりうる資格 ■主任（監理）技術者となりうる資格
■審査基準日時点で満４０歳以下

同種実績
（競争参加資格）

■競争参加に必要な同種工事実績
（トンネル工事の場合）
・NATMによる施工実績
・トンネル内空断面積●●m2以上
・トンネル施工延長●●m以上
（橋梁上部工事の場合）
・●活荷重又はTL-●以上
・橋梁形式が●●橋
・最大支間長が●●m以上

■競争参加に必要な同種工事実績
（トンネル工事の場合）
・NATMによる施工実績
・トンネル内空断面積●●m2以上
・トンネル施工延長●●m以上
（橋梁上部工事の場合）
・●活荷重又はTL-●以上
・橋梁形式が●●橋
・最大支間長が●●m以上

配置期間 ■配置予定技術者（主任（監理）技術者）
を専任で配置すべき期間と同期間

■主任（監理）技術者として専任配置すべき
期間

その他 ■現場代理人との兼務可能

（H26～） （R2～）見直し※専任補助者を配置する場合

◇若手技術者の活用促進による「やり甲斐向上」を図るため、若手技術者の同種実績の要件を緩和



【多様な発注方式】特定専門工事審査型
平成19年度から

１．対象工事

特定専門工事（法面処理工、杭基礎工、地盤改良工）が主たる工種
の工事において試行。

《選定フロー》

総合評価落札方式対象工事

特定専門工事が
主たる工種である。又は、特定専
門工事業者の意見を聞くことが望

ましい工事である。

特定専門工事審査型
総合評価落札方式

その他の
総合評価落札方式

YES

YES

NO

NO

２．評価項目の考え方

・施工能力評価型（合計70点）

・技術提案評価型「S型」（合計90点）

３．配点割合の考え方

特定専門工事部分について評価項目を設定する。

①施工計画（競争参加資格）
「特定専門工事における施工に関する施工計画」
・施工計画の記述が使用の範囲内で現場条件等を踏まえ可能か否か審査する。

②特定専門工事業者の施工実績（総合評価）

・過去8年間における特定専門工事業者の同種工事実績の同種性に着目し評
価する。

③特定専門工事業者の配置予定技術者の能力（総合評価）

・過去8年間における特定専門工事業者の配置予定技術者の同種工事実績の
同種性に着目し評価する。

特定専門工事
（法面処理工、杭基礎工、地盤改良工）

を含む工事である。

専門工事部分の品質確保が、工事全体の品質確保の観点からも重要であることを踏まえ、特定専門工事の技術提案・施工体制
について評価する“特定専門工事審査型総合評価落札方式”を試行する。また、併せて“下請負人の見積を踏まえた入札方式”

を試行する。

施工体制評価点
（30点）

特定専門工事

加算点（40点）

（4点）

施工計画
（※特定専門工事における

施工計画を含む）
（18点） （18点）

企業の能力 技術者の能力

施工体制評価点
（30点）

企業の能力 技術者の能力

（13点）

特定専門工事

（4点）

加算点（60点）

技術提案
（30点） （13点）
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【多様な発注方式】現場担当技術者評価【R2は休止】

１．対象工事

予定価格が３億円以上の工事または、工事難易度がⅢ
以上の工事において試行する。

（工事内容を勘案し、工事難易度がⅡの工事で試行するこ
とも可能とする。）

《選定フロー》

２．評価項目の考え方

元請けとしての現場担当技術者の配置人数に着目し評価
する。

現場代理人と主任（監理）技術者が兼務する場合は認め
ない（評価しない）。

評価対象となる担当技術者は、配置予定技術者（主任（監
理）技術者）を専任で配置すべき期間と同じ期間の配置が
可能であること。

企業の能力等の中で評価する。

３．配点の考え方

総合評価落札方式対象工事

予定価格が３億円以上
又は、

工事難易度がⅢ以上
の工事である。

現場担当技術者評価型
総合評価落札方式

その他の
総合評価落札方式

YES

NO
評 価 基 準 配 点

現場担当技術者を2名以上の配置
を予定している。

１．０点

現場担当技術者を1名の配置を予
定している。

０．５点

配置予定なし。 ０．０点

企業の
能力等

現場担
当技術
者の活
用

当該現場に
おける現場
担当技術者
の配置予定
人数

評 価 項 目

（配点例）

受注者が現場担当技術者を複数名配置することにより、現場における品質管理、出来形管理、安全管理等への関与を高め工事
事故や粗雑工事の防止を含めた工事全体の品質確保を図ることを目的に”現場担当技術者評価型”をH24.10より試行。
令和２年度は地域の事情をふまえて、適用を見合わせる。

平成24年度から
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■対象工事

工事難易度Ⅱ以下で１億円程度までの工事

■評価項目の考え方（例）

工事規模、工事難易度を考慮し、加算点の合計を低く抑えた。
地域に密着した評価項目を設定。

■配点の考え方（例）

（配点例）

施工実績、工事成績評定のウエイトが大きく、受注意欲はあるが施工実績が少ない企業は受注することが難しい。実績の少ない
企業も受注機会が確保出来るよう、施工実績、成績評定等のウエイトを抑え、受注機会を確保する｢チャレンジ型｣の工事を平成２
７年度より試行している。
平成３０年７月豪雨災害に伴う入札不調等対策として、対象工事を５千万円程度までから１億円程度までに拡大。
令和２年１月から「より同種性のある工事実績」、「工事成績」に評価（加点）を行わず、地域精通度に重点を置く。

【多様な発注方式】チャレンジ型【見直し】
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令和２年１月から

■競争参加資格

 同種工事の実績は、主たる工種
（道路土工、擁壁工等）

（配点例）＜R1.12まで＞ ＜R2以降＞

同種工事の実績 求めない

当該工事種別の２年間の平均成績 求めない

【企業の施工実績　計】 ０

災害対応協定等に基づく活動実績 １

地域内における本店の有無 ２

企業の近隣地域での施工実績の有無 ２

【地域精通度等　計】 ５

５

同種工事の実績 求めない

同種工事の工事成績 求めない

継続教育（ＣＰＤ） ２

配置予定技術者の近隣地域での施工実績 ３

【技術者の能力等　計】 ５

１０

３０

４０

評 価 項 目 チャレンジ型 備　　考

施
工
能
力
等

企
業
の
能
力
等

企業の施工実績

求めない

施工体制評価点

合計

地域精通度
地域貢献度

【企業の能力等　計】

技術者の能力等

【施工能力等　計】

施工計画



同種工事の実績 ２ より高い同種性2点、高い同種性１点　同種性０点

当該工事種別の２年間の平均成績 求めない

【企業の施工実績　計】 ２

災害対応協定等に基づく活動実績 １

地域内における本店の有無 １

企業の近隣地域での施工実績の有無 １

【地域精通度等　計】 ３

５

同種工事の実績 ２ より高い同種性2点、高い同種性１点　同種性０点

同種工事の工事成績 求めない

継続教育（ＣＰＤ） １

配置予定技術者の近隣地域での施工実績 ２

【技術者の能力等　計】 ５

１０

３０

４０

求めない

施工体制評価点

合計

地域精通度
地域貢献度

【企業の能力等　計】

技術者の能力等

【施工能力等　計】

施工計画

評 価 項 目 チャレンジ型 備　　考

施
工
能
力
等

企
業
の
能
力
等

企業の施工実績

１．対象工事

工事難易度Ⅲ以下で１億円程度までの
営繕工事(土木営繕工事を含む）

２．評価項目の考え方（例）

工事規模、工事難易度を考慮し、加算点の
合計を低く抑えた。

地域に密着した評価項目を設定。
改修工事の実績評価の緩和を行う。
配置技術者評価の緩和は行う。

３．配点の考え方（例） （配点例）

 新たに営繕チャレンジ型を追加して、中長期的な技術者の確保・育成に配慮する。
 公共工事実績の無い新規の入札参加者が参加しやすくするため、工事成績評定点を評価の対象としない。
 工事成績評定での加点は行わず、施工実績や地域内工事の実績で加点を行う。

 庁舎、研修施設、倉庫、車庫等の営繕工事において、工事仕様が設計図面及び標準仕様書で規定され、技術的課題が小さ
いため、１億円程度までの工事に営繕チャレンジ型を適用する。

※より高い同種性、高い同種性、同種性の設定の参考例
例） より高い同種性・・・・・・○○工事の規模☆☆㎡の実績（今回工事と同等規模）

高い同種性・・・・・・・・・・○○工事の規模☆☆㎡の半分の実績
同種性・・・・・・・・・・・・・・○○工事又は△△工事又は□□工事の実績（競争参加資格要件）

【多様な発注方式】営繕チャレンジ型【追加】
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令和元年10月度から

※規模☆☆㎡の設定の参考例
新築の場合は、今回工事と同等規模とし、改修工事の場合は、１／２ まで緩和する。
技術者の緩和は、企業の１／２ まで緩和する。



【多様な発注方式】企業能力評価型の導入

◇ 「防災・減災、国土強靱化のための３ヶ年緊急対策」や「平成３０年７月豪雨災害」による災害復旧工事等により、
広島県・岡山県を中心とした地域において、急激に工事量が増加。
◇企業能力評価型は、同種性の高い技術者が配置出来ない場合においても競争性を保てるよう、配置予定技術
者の能力評価を行わず、企業の能力等で評価を行うもの。
（競争参加資格としての配置予定技術者の同種実績は求めるが提出書類を変更）

■適用工事

・予定価格が２億円程度以下（電線共同溝工事はこの限りでない）
・技術的難易度Ⅱ以下（営繕工事又は電線共同溝工事は技術的
難易度Ⅲ以下）
・入札参加者が少なく競争性の確保が見込めない工事

■適用外工事

上記に該当しない場合のほか、技術者の評価を行わないことを
踏まえ、以下は適用外とする。

・ICT活用工事のうち、発注者指定Ⅱ型・施工者希望Ⅰ型による
発注工事
・若手技術者育成型による発注工事
・女性技術者活用促進型による発注工事
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令和２年７月から
令和２年１０月一部改訂

技術資料等提出書提出時には、配置予定技術者の同種工事実績（別記様
式３）について提出は求めず、配置予定技術者要件確約書（別記様式３－
４）の提出をもって配置予定技術者の競争参加資格を認める。なお、契約後
に現場代理人等通知書（様式契－６）の提出の際に主任（監理）技術者の資
格・工事経験（別記様式３）を提出させて、主任（監理）技術者の同種工事実
績を確認すること。（ただし、営繕工事は除く）

同種工事の実績 ４ 試行配点に応じ２～４点を設定

当該工事種別の２年間の平均成績 ４ 試行配点に応じ２～４点を設定

工事成績優秀企業認定（ゴールドカード） １

優良工事施工団体表彰・安全管理優良請負者表彰・
中国i-Construction表彰

３

下請表彰企業の活用 １

【企業の施工実績　計】 １３

１

週休２日履行実績 １

【試行】 週休２日実施宣言 （2）
週休２日受注者希望方式で発注する工事に
設定

企業のICT活用実績 （1）
ICT活用工事のち、発注者指定Ⅰ型及び施
工者希望Ⅱで発注する工事に設定

維持修繕工事等の受注実績 （2）
一般土木工事、法面処理工事、維持修繕工
事で設定

災害対応協定等に基づく活動実績 １

若手技術者等の雇用 １

その他項目 ３ 試行配点に応じ２～３点を設定

【地域精通度等　計】 ５

２０

同種工事の実績 求めない

同種工事の工事成績 求めない

優秀建設技術者表彰・安全管理優良技術者表彰 求めない

継続教育（ＣＰＤ） 求めない

【技術者の能力等　計】 ０

２０

３０

５０

求めない

施工体制評価点

合計

地域精通度
地域貢献度

【企業の能力等　計】

技術者の能力等

【施工能力等　計】

施工計画

評 価 項 目 企業能力評価型 備　　考

施
工
能
力
等

企
業
の
能
力
等

企業の施工実績

技能者の従事計画



【多様な発注方式】余裕期間制度の活用拡大【見直し】

注１） 余裕期間の長さ：６ヶ月を超えない範囲

注２）技術者の配置： (1) 余裕期間：技術者の配置必要なし、現場着手してはいけない期間（資機材の準備は可、現場搬入不可）
(2) 実工期・実工事期間 ： 技術者の配置必要、準備・後片付け期間を含む。

実工期
発注時

契約時

実工期

発注時

全体工期＝余裕期間＋実工期

実工事期間
契約時

実工期

①「発注者指定方式」 ： 余裕期間内で工期の始期を発注者があらかじめ指定する方式

②「任意着手方式」 ： 受注者が工事の開始日を余裕期間内で選択できる方式

工期の始期を指定

範囲内で受注者が契約時に選定 実工事期間は変更出来ない

③「フレックス方式」 ： 受注者が工事の始期と終期を全体工期内で選択できる方式

※）全体工期内で受注者が実工期を選択

工期の始期を選定

工期の始期を選定 工期の終期を選定

受注者が工期を選定

■余裕期間（契約日の翌日から工期の始期）の長さを『工期の40％を超えず、かつ、5ヶ月を超えない範囲』から『６ヶ月を超えない
範囲（工期割合の設定なし）』に緩和

平成27年度から

■技術者配置の考え方
工期の始期 工事着手

余裕期間 準備期間

余裕期間

余裕期間

余裕期間

余裕期間

技術者の配置を要しない

専任を要しない 専任を要する

技術者の配置を要する

竣工検査
（引渡し）

契約日の翌日 工期の終期

専任を要しない
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◇工期設定の柔軟化により受注機会の拡大のため、余裕期間を延長



○建設現場におけるイノベーションの推進、生産性の向上及び若手技術者等の確保のため、「新技術導入促進型総合評価方式」を導入。

【新技術導入促進Ⅰ型】
発注者が指定するテーマについて、ＮＥＴＩＳ登録技術等の実用段階にある技術を活用する提案を求め、総合評価において提案技術の有効性、
具体性等について評価される場合は総合評価において加点を行う。

【新技術導入促進Ⅱ型】
発注者が指定するテーマについて、実用段階に達していない技術又は研究開発段階にある技術の検証に関する提案を求め、テーマに合った提
案がされた場合は総合評価において加点する。
※ただしＷＴＯ対象工事は、競争参加資格要件とする。

【新技術原則義務化の取り組み】 ※R2年度より、全ての工事で新技術の取り組みが義務化。
■発注者指定を行う必要がある工事⇒発注者指定型として、特記仕様書で新技術を指定。
■発注者指定を行う必要がない工事のうち、予定価格６千万円未満又はチャレンジ型による発注工事。⇒施工者選定型として、受注者が何かしらの
新技術を活用。

■発注者指定を行う必要が無い工事のうち、施工者選定型の要件以外。⇒発注者指定型（選択肢提示型）として、発注者が提示するテーマに即した
複数の新技術の中から施工者が選択し活用。

【新技術導入促進Ⅱ型】

【多様な発注方式】 新技術導入促進型
平成30年度から
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【新技術導入促進Ⅰ型】

総合評価方式

施工能力評価型（Ⅰ型・Ⅱ型）、技術提案評価型（Ｓ型）

総合評価方式

施工能力評価型（Ⅰ型）、技術提案評価型（Ｓ型）

評価方法

●施工能力評価Ⅰ型：活用技術を「施工計画」に記載する。
●施工能力評価Ⅱ型：「新技術活用計画」に記載する。
●有効かつ具体的である場合、企業の能力等で加点（1.0点）

評価方法

●活用技術を「新技術現場実証計画」に記載する。
●テーマに合った提案がされた場合、企業の能力等で加点（2.0点）

費用

入札時の応札価格に含む

費用

現場実証に必要となる費用を別途計上する。

工事成績評定

有用な新技術を提案し実施した場合、創意工夫において評価

工事成績評定

評価しない



１．適用工事の考え方を明記

○品確法第18条において、工事の仕様の確定が困難である場合に適用できる「技術提案の審査

及び価格等の交渉による方式」を規定。

○ 仕様の確定が困難な工事においては、技術提案・交渉方式を試行。

１）設計・施工一括タイプ

① 発注者が最適な仕様を設定できない工事

② 仕様の前提となる条件の確定が困難な工事

＜主なポイント＞

２．契約タイプとして３つの類型から選定

１）設計・施工一括タイプ

２）技術協力・施工タイプ（ECI)

３）設計交渉・施工タイプ

例：構造的に特殊な橋梁における大規模で複雑な損傷の修繕工事

例：国家的な重要プロジェクト開催までに確実な完成が求められる大
規模なものである一方、交通に多大な影響を及ぼすため、工事期
間中の通行止めが許されないことから、高度な工法等の活用が必
要な高架橋架け替え工事

⇒ 優先交渉権者と価格等の交渉を行い、設計及び施工の契約を
締結

⇒ 優先交渉権者と技術協力業務を締結。別契約の設計に提案内
容を反映させながら価格等の交渉を行い、施工の契約を締結

※Early Contractor Involvementの略

⇒ 優先交渉権者と設計業務を締結。設計の過程で価格等の交渉を
行い施工の契約を締結

２）技術協力・施工タイプ

３）設計交渉・施工タイプ

各契約タイプにおける手続の流れ

【多様な発注方式】 技術提案・交渉方式
平成27年度から
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【対象工事】 1億円程度以下かつ工事難易度Ⅱ以下（一般土木工事、維持修繕工事）
【評価方法】 災害時の活動実績、災害復旧への対応性などを評価

◆背 景
・平成30年の7月豪雨災害では、特に広島県内で甚大な被災を受け、中国地方整備局では、随時、災害復旧事業を執行している。
・しかしながら、例年を大きく上回る入札不調・不落が発生しており、災害復旧事業だけでなく、通常事業の遅延も懸念される。

・中国地方整備局では、「中国地方整備局が実施する入札不調等に対する当面の対策」を発出し、入札不調・不落の抑制に取り組

んでいるところである。

・「国土強靭化計画」（H30～32年度）に基づく緊急対策、災害時の担い手確保の観点から、地元企業の災害時の貢献を高く評価す
る「地域防災担い手確保型」を試行する。

評価方法

《災害時対応の担い手確保に着眼した新たな発注方式》

【多様な発注方式】地域防災担い手確保型【R1・R2限定】

① 応急復旧の活動実績、災害協定締結
地域住民や中国地整の事業執行への貢献を優位に評価する

② 災害時において事業継続が可能性を評価
災害時に建設企業としての活動できる状態を優位に評価する

③ 災害時の応急復旧に対応可能性を評価
災害時の施工場所の近隣地域の精通度を優位に評価する

④ 災害復旧工事の施工場所の精通度を評価
災害時に施工場所の近隣地域での施工実績を優位に評価する

【評価の考え方】

※原則、施工場所の市町村を設定 73

災害対応協定等に基づく活動実績 ６

６：市内（施工場所）での災害活動実績あり
３：活動実績あり
１：災害協定締結あり
０：いずれもなし

事業継続計画（BCP）の認定 １
１：認定あり
０：認定なし

地域内における本店支店営業所の有無 １
１：地域内に本店支店営業所あり
０：地域内に本店支店営業所なし

企業の近隣地域での施工実績の有無 ２
２：市内（施工場所）での施工実績あり
１：地域内での施工実績あり
０：地域内での施工実績なし

【地域精通度等　計】 １０

１０

３０

４０

評 価 項 目
地域防災担い
手確保型

備　　考

施
工
能
力
等

企
業
の
能
力
等

求めない

施工体制評価点

合計

地域精通度
地域貢献度

【企業の能力等　計】

施工計画



＜評価の担保＞
■受注者の責により、配置されていないと判断された場合、女性技術者活用の加算点の満点に相当する点を限度として工事成
績評定を減点する。
※審査基準日以降、病休、妊娠、産前・産後休業、育児休業、介護休業、死亡、退職等により配置出来なくなり、発注者が認め
た場合を除く。

＜対象工事＞

■技術提案評価型S型（ＷＴＯ対象工事を除く）

■施工能力評価型Ⅰ型・Ⅱ型（チャレンジ型、営繕チャレンジ型、地域防災担い手確保型を除く）

＜評価方法＞

■主任（監理）技術者、現場代理人又は担当技術者として女性技術者を配置する場合に、総合評価で加点。【1.0点】
※ 現場代理人、担当技術者として配置する場合、資格や同種実績の要件を求めない。

【多様な発注方式】女性技術者活用促進型【新規】

■平成27年8月に、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が成立、また、平成27年4月に、
「次世代育成支援対策推進法」（時限立法）が令和7年度末まで延長されたところ。

■上記の社会的情勢も踏まえ、各産業において女性の進出・活躍が進んでいるが、建設業での女性進出は横ばい傾向であり、
他産業と比べ女性進出が進んでいない。

■令和２年度より、建設業界における担い手の確保ならびに女性技術者の現場への進出・活躍推進を図るため、女性技術者を
主任（監理）技術者、現場代理人、担当技術者のいずれかに配置する場合、総合評価において加点評価する。（地域の実情
を考慮して対象工事を選定。 ）
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令和２年度から

◇建設業への女性技術者促進を図るため、現場配置で加点評価
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【発注方式の試行】施工能力簡易確認型の試行 【Ｒ１．R2休止】

○入札書と、総合評価項目について競争参加者が自ら採点した「自己採点申請書」の提出を求め、評価値の算定を行った後に、
落札候補者（評価値上位３者）に技術資料の提出を求め、自己採点内容の確認を実施。

○ 施工能力評価型において、公告から落札者決定まで約４４日の日数が必要。その間参加者すべての配置予定技術者が拘
束されている状態であった。施工能力簡易確認型では落札候補者（３者）の通知までを約２７日まで短縮を図る。

令和１年１０月以降は不調不落対策の観点から、適用を見合わせている。令和２年度も引き続き適用を見合わせる。

※施工能力評価型Ⅱ型による実績



自己採点申請書
平成 年 月 日

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局

殿●●河川国道事務所長 ●● ●●
住 所
商号又は名称 印
代 表 者 氏 名

平成 年 月 日付けで公告のありました 工事における自己採点申請書を提出● ● ● ●●
します。

なお、記載した内容は事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先は下記のと
おりです。

自己 提出評 価 項 目 該当 配点
採点 様式

別記様式２同種工事の施工実績 ○ ２

当該工事種別の２年間の平均成績 ○ ５

認定書の写し企 工事成績評定優秀企業の認定（ｺﾞｰﾙﾄﾞｶｰﾄﾞ） １

表彰状の写し業 優良工事施工団体表彰・安全管理優良請負者表彰 ○ ３

別記様式８他の 下請表彰企業の活用 ○ １

別記様式９能 技能者の従事計画 ○ １

別記様式３１力 ＩＣＴの活用 ○ ２

協定・実績を確認できる資料等 災害対応協定等に基づく活動実績 １

別記様式１１若手技術者等の雇用 ○ １

認定証事業継続計画（ＢＣＰ）の認定 １

別記様式14-1地元一次下請の活用率 ○ １

別記様式14-1,2地元資材の活用率 ○ １

別記様式３技 同種工事の施工実績 ○ ８

術の 同種工事の工事成績 ○ ８

表彰状の写し者能 優秀建設技術者表彰・安全管理優良技術者表彰 ３

証明書等の写し力 継続教育（ＣＰＤ） ○ １

小計 ４０

-10%／-5不正又は不誠実な行為等による減点

%

合計 ４０

提出前に必ず確認して下さい。

※「該当」の欄は、今回の工事に該当する評価項目を入札説明書で確認して下さい。
※「自己採点」の欄は、ガイドライン及び入札説明書の評価基準・配点に基づく自社の想定する点を必ず記入

して下さい。ただし 「－」の項目は入力不要です。、
※入札時には、本紙を入札入札金額見積内訳書とともに電子入札システムにより提出して下さい。
※落札候補者となった場合は、本紙に代表者印を押印し、関係する技術資料等を添付して提出して下さい。
※技術資料等を提出する場合は、該当する評価項目の提出資料を、必ず入札説明書で確認して下さい。
※工事成績による評価点は、別添「工事成績による配点表」を参考に採点して下さい。

［問い合わせ先（申請書 ］）
担当者 ： 中国 太郎
部 署 ： ○○本店 ○○部 ○○課
電話番号： （代表）○○○－○○○－○○○○ （内線 ○○○）

ＦＡＸ ○○○－○○○－○○○○
（ ）Ｅ-mail:○○○＠○○.jp 必要に応じて企業に記載させるように事務所で適宜設定 76

■自己採点申請書のイメージ

通知書

平成 年 月 日

商号又は名称
代 表 者 氏 名 殿

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
●●河川国道事務所長 ●● ●● 印

貴社は、現時点で下記工事の落札候補者ではないが、自己採点申請書の確認のため、
技術資料等の提出を求める場合があるので通知する。

工 事 名 ●●工事

［問合せ先］
〒●●●－●●●● ●●県●●市●●
国土交通省中国地方整備局 ●●河川国道事務所 経理課

ＴＥＬ ●●●－●●●－●●●●
※提出は、持参又は郵送（書留に限る。必着のこと ）とする。。

技術資料等提出依頼書

平成 年 月 日

商号又は名称
代 表 者 氏 名 殿

分任支出負担行為担当官
中国地方整備局
●●河川国道事務所長 ●● ●● 印

貴社は下記工事の落札候補者となったので通知する。
なお、下記期限までに技術資料等の提出をすること。

工 事 名 ●●工事

提 出 期 限 平成●●年●●月●●日 ●●時●●分

注）技術資料等の提出は、自己採点申請書に押印したものを１頁とした通し番号を付し
提出すること。

注）技術資料等により競争参加資格がないと認められた場合、並びに期限までに提出し
ない場合は入札を無効とする。

注）技術資料等を提出しない場合、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことがあ
る。

注）提出された技術資料等と自己採点申請書の評価結果が異なる場合、自己採点申請書
の評価点を上限とし、発注者による技術資料等の評価結果をもって加算点とする。

［提出・問合せ先］
〒●●●－●●●● ●●県●●市●●
国土交通省中国地方整備局 ●●河川国道事務所 経理課

ＴＥＬ ●●●－●●●－●●●●
※提出は、持参又は郵送（書留に限る。必着のこと ）とする。。

★落札候補者用

★非落札候補者用

■落札候補者の決定に係る通知イメージ

【発注方式の試行】施工能力簡易確認型の試行 【Ｒ１．R2休止】



ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ(WLB)等推進企業を評価する取組の試行

○配点（例）

◆背景
国土交通省では、平成28 年３月22 日に「すべての女性が輝く社会づくり本部」で決定された「女性の活躍推進に向けた公共調

達及び補助金の活用に関する取組指針」（以下「取組指針」という。）に基づき、建設業界全体でワーク・ライフ・バランスが推進され
るよう、ワーク・ライフ・バランス等を推進する企業として法令に基づく認定を受けた企業その他これに準ずる企業（以下「ワーク・ラ
イフ・バランス等推進企業」という。）を評価する取組を試行的に導入。

試 行

○対象工事 ： 一般土木工事Ａ等級（※）の企業または建築工事Ａ等級の企業を対象とする工事で

段階的選抜方式による工事 において試行
（※平成30年度から一般土木工事のWTO対象工事は段階的選抜評価項目が異なるので注意すること。）

段階的選抜
評価項目

評 価 基 準 配 点

企
業
の
能
力
等

企業の実績 申請工事の「より同種性」（工事規模） ９ 点

工事成績による評価 過去４ヶ年の平均成績（競争参加要件工事） ５ 点

ワーク・ライフ・バランス等を推進する
企業として法令に基づく認定の有無

次に掲げるいずれかの認定を受けている
・女性活躍推進法に基づく認定等（えるぼし認定企業等）※１
・次世代法に基づく認定（くるみん・プラチナくるみん認定企業）※２
・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）※３

１ 点

配
置
予
定

技
術
者
評
価

配置予定技術者の実績評価 申請工事の「より同種性」（工事規模） ９ 点

工事成績による評価 申請工事の成績 ６ 点

※１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27 年法律第64 号）第９条に基づく基準に適合するものと認定された企業（労働時間等の
働き方に係る基準を満たすものに限る。）又は同法第８条に基づく一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）策定している
企業（常時雇用する労働者の数が300 人以下のものに限る。）をいう。

※２ 次世代育成支援対策推進法（平成15 年法律第120 号）第13 条又は第15 条の２に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。
※３ 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45 年法律第98 号）第15 条に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。 77



【発注方式の試行】成績評定重視型の試行（案）

○「実績」の配点を「成績」に配分 （赤字：配点を増やす項目 青字：配点を減じる項目）

配点 企業実績
（同等規模の実績）
（有／無）

企業成績
（評定点に
応じ加点）

企業表彰 技術者実績
（同等規模の実績）

（従事役職に応じて
3段階評価）

技術者成績
（評定点に応じ加点）

技術者表彰 左記以外

現行 4.0／0.0 5.0～0.0 4.0～0.0 8.0／4.0／0.0 8.0～0.0 3.0～0.0 8.0～0.0

試行 2.0／0.0 7.0～0.0 4.0～0.0 4.0／2.0／0.0 12.0～0.0 3.0～0.0 8.0～0.0

成績評定重視を行うことにより、成績の高い企業・技術者の受注が可能となる。（場合によっては順位が入れ替わる。）
A工事（道路改良） B工事（道路改良） C工事（橋梁下部）

◆背景
現在の総合評価落札方式の配点においては、「過去の同種工事実績（同等規模の施工実績の有無）」で評価に大きく差が出る
傾向となっており、同等規模の施工実績を持たない企業の参加意欲を躊躇させている。
また、工事成績の評価が拡大することは、工事品質の向上につながるとも考えられる。
そこで、企業（技術者）成績に重みを置く配点割合に変え、成績評定点が企業評価により反映されることを目的とした試行を行う。

試行案

上記試行のシミュレーション（施工体制評価点（30点）を除く）

企業成績 78点 79点 78点 78点 78点
技術者成績 78点 83点 78点 なし 73点

33.4 33.2

27.4 26.7

22.4

31.3 32.2

25.3

22.0 21.3
20
22
24
26
28
30
32
34
36

1位 2位 3位 4位 5位

従来評価

成績評定重視型 30.8 30.4
28.3

26.0

21.3

28.9

31.3
29.1

23.7 24.4

20
22
24
26
28
30
32
34
36

1位 2位 3位 4位 5位

従来評価

成績評定重視型

企業成績 78点 78点 79点 78点 78点
技術者成績 79点 83点 82点 77点 84点

29.2

26.1 26.0
25.2

22.5

27.0

23.6
25.7

20.7

24.2

20
22
24
26
28
30
32
34
36

1位 2位 3位 4位 5位

従来評価

成績評定重視型

企業成績 77点 78点 78点 80点 78点
技術者成績 78点 76点 77点 なし 77点

加
算
点

加
算
点

加
算
点
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段
階
選
抜
概
略
フ
ロ
ー

■申請書提出資料 ・競争参加資格確認申請書

■一次審査内容
・競争参加資格の確認
⇒予決令第70条、第71条、指名停止期間、会社更生法
企業および配置予定技術者の工事実績 ・・・・等

⇒上記資料により審査評価点を算出し選抜を行う。（上位１０者）
ただし、１０者目の審査評価点が複数いる場合、その者も含む。

■ 二次審査内容

【WTO案件】
・技術提案
・ヒアリング（原則実施）
技術提案に係数を乗じて評価

⇒上記資料により加算点を算出し総合評価を行う。

【WTO以外の案件】
・企業および配置予定技術者の
能力（実績、成績、表彰）
・技術提案
・ヒアリング（必要に応じて実施）
技術提案、技術者の能力に係数を乗じて
評価

■総合評価審査委員会
・二次審査に関する評価の審査

【WTO案件】
・企業および配置予定技術者の
能力（実績、成績）

【WTO以外の案件】
・企業および配置予定技術者の
能力（実績、成績、表彰）

■ 総合評価審査委員会
・外国籍企業（海外実績）の競争参加資格の審査
・一次審査に関する評価の審査
⇒上記審議を経て選抜された者のみ二次審査に移行

公 告

申請書の提出期限

競争参加資格、企業の施工実績等の審査

入札・開札

落札者の決定

参加資格通知（施工計画書の提出要請）
及び非選抜通知

技術提案内容等の審査

業者の選抜（上位１０者）

競争参加資格の確認結果の通知

総合評価審査委員会諮問

一
次
審
査

二
次
審
査

◆建設業者の技術提案の作成や発注者の審査・評価の負担の軽減を目的として段階選抜方式を試行
・競争参加資格の確認、企業の施工実績等により第一段階の絞り込みを行う。
・一次審査選抜企業に対し技術提案を依頼し評価を行い、入札結果と併せ、評価値により落札者を決定する。

【発注方式の試行】段階選抜方式（一般土木工事（WTO案件）以外）
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段
階
選
抜
概
略
フ
ロ
ー

■申請書提出資料 ・競争参加資格確認申請書

■一次審査内容
・競争参加資格の確認
⇒予決令第70条、第71条、指名停止期間、会社更生法
企業および配置予定技術者の工事実績 ・・・・等

⇒上記資料により審査評価点を算出し選抜を行う。（上位１５者）
ただし、１５者目の審査評価点が複数いる場合、その者も含む。

■ 二次審査内容

【評価内容】
・技術提案（一次審査の技術提案を含む５視点）
・ヒアリング（原則実施）
技術提案に係数を乗じて評価

⇒上記資料により加算点を算出し総合評価を行う。

■ 総合評価審査委員会
・二次審査に関する評価の審査

【評価内容】
・企業および配置予定技術者の能力（実績、WLB）
・技術提案（１視点）

■ 総合評価審査委員会
・外国籍企業（海外実績）の競争参加資格の審査
・一次審査に関する評価の審査
⇒上記審議を経て選抜された者のみ二次審査に移行

公 告

申請書の提出期限

競争参加資格、企業の施工実績等の審査
技術提案内容の審査（１視点）

入札・開札

落札者の決定

参加資格通知（施工計画書の提出要請）
及び非選抜通知

技術提案内容等の審査

業者の選抜（上位１５者）

競争参加資格の確認結果の通知

総合評価審査委員会諮問

一
次
審
査

二
次
審
査

◆建設業者の技術提案の作成や発注者の審査・評価の負担の軽減を目的として段階選抜方式を試行
・競争参加資格の確認、企業の施工実績等により第一段階の絞り込みを行う。
・一次審査選抜企業に対し技術提案を依頼し評価を行い、入札結果と併せ、評価値により落札者を決定する。
・一般土木工事（WTO案件）は段階選抜方式とし、１次審査でWLB、技術提案（１視点）を求める。

【発注方式の試行】段階選抜方式（一般土木工事（WTO案件））
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＜一次審査＞

＜二次審査＞

評価対象 評価項目 評価基準 配点

同種工事の実績  より同種性が高い 8点

WLB等推進企業の評価  認定あり 1点

配置予定
技術者の評価

同種工事の実績  より同種性が高い 9点

技術提案 １視点・１提案 12点

合　　計 30点

選定者 上位15者

企業の評価

一次審査及び二次審査の評価項目、配点

一般土木工事（WTO案件）一般土木工事（WTO案件）以外

評価対象 評価項目 評価基準 配点

施工体制評価点
品質確保の実効性 ＋
施工体制確保の確実性

30点

標　準　点 100点

技術提案 ５提案 60点

合　　計 190点

一次審査時の
技術提案評価
を2次審査でも
用いる

評価対象 評価項目 評価基準 配点

施工体制評価点
品質確保の実効性 ＋
施工体制確保の確実性

30点

標　準　点 100点

技術提案 ４提案 48点

技術提案 １提案 12点

合　　計 190点

評価対象 評価項目 評価基準 配点

同種工事の実績  より同種性が高い 9点

過去２年間成績の平均  80点以上 5点

WLB等推進企業の評価  認定あり 1点

同種工事の実績  より同種性が高い 9点

同種工事の成績  80点以上 6点

合　　計 30点

選定者 上位10者

企業の評価

配置予定
技術者の評価

【発注方式の試行】段階選抜方式（評価項目、配点）

一般土木工事（WTO案件）以外 一般土木工事（WTO案件）
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段階選抜とヒアリングの考え方

82

施工能力評価型 技術提案評価型

Ⅱ型 Ⅰ型
Ｓ型

Ａ型

右記以外 ＷＴＯ対象

段階選
抜

適用しない ヒアリングの適用に際し、競争
参加者を絞り込む必要がある
場合に段階選抜方式を適用

技術提案を求める競争参加
者数を絞り込む必要がある場
合に段階選抜方式を適用

原則実施。ただ
し、工事内容を
勘案のうえ判断
する。

原則実施。ただ
し、工事内容を
勘案のうえ判断
する。

ヒアリ
ング

適用しない 配置予定技術者へのヒアリン
グを実施することで、配置予定
技術者の監理能力及び施工計
画の適切性を確認する必要が
ある場合に適用

配置予定技術者へのヒアリン
グを実施することで、配置予定
技術者の監理能力及び技術提
案に対する理解度を確認する
必要がある場合に適用

原則実施。ただ
し、工事内容を
勘案のうえ判断
する。

原則実施。ただ
し、工事内容を
勘案のうえ判断
する。

＜段階選抜とヒアリングの考え方＞



技術者ヒアリングの評価基準（案）
ヒアリング内容 評価の視点 評価基準 係数

同種工事実績
（共通）

（役割）
・監理技術者（担当技術者）として、当該工事における自
身の役割を、実際の工事で実施した内容を持って具体的に
説明できる

（工程管理）
・工程管理にあたってのクリティカルポイントが何で、それ
を予定通り実施するためにとった対策について、工事特性
との関係とともに具体的に説明できる

（品質管理）
・品質管理にあたり、最も配慮しなければならなかった事
項及びその対策について、工事特性との関係とともに具体
的に説明できる

（安全管理）
・安全管理にあたり、最も配慮しなければならなかった事
項及びその対策について、工事特性との関係とともに具体
的に説明できる

（関係者との調整）
・調整すべき関係者との調整にあたり配慮すべき事項に
ついて、工事特性との関係とともに具体的に説明できる

（同種実績と当該工事との関係）
・同種工事から得られた知見を今回の工事にどのように
生かすことができるか、工事特性との関係とともに具体的に
説明できる。

十分な監理能力が確認できる
○左記のすべてについて当てはまる

×1.0

技術者の同種工事実績
に左記の係数を掛ける
※１

一定の監理能力が期待できる
○左記の、少なくとも２つ以上に当てはまる
※必要に応じて、さらに細かく基準を設定できる

×0.5

上記以外

×0.0

施工計画
（施工能力評価型Ⅰ型）

（施工上配慮すべき事項の適切性）
・施工計画に対し、現場条件を踏まえて配慮すべき事項が
適切かどうかを判断する

施工上配慮すべき事項が適切である
可

可か不可で評価
上記以外 不可

技術提案
（技術提案評価型S型）

（技術提案の理解度）
・技術提案の内容
・技術提案の効果

（施工上配慮すべき事項の適切性）
・技術提案が効果を発揮するために、施工上配慮すべき以
下の事項
-工程管理
-品質管理
-安全管理
-関係者との調整

技術提案の内容を十分に理解しており、技術提案
の効果が最大現発揮されるために配慮すべき事項
が適切である

○左記について、工事特性との関係を踏まえ、説
得力を持って説明できる

×1.0
技術提案の評価点に左
記の係数を掛ける
※２技術提案の内容を理解しており、技術提案の効果

が発揮されるために配慮すべき事項が適切である
○左記について、一般的に説明できる
※必要に応じて、さらに細かく基準を設定できる

×0.5

上記以外 ×0.0
※１）複数の同種工事実績を評価する場合、各々の実績ごとにヒアリングを行い、それぞれの実績に係数を掛ける
※２）技術提案を２テーマ求める場合、各々のテーマごとにヒアリングを行い、それぞれの評価点に係数を掛ける
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《選定フロー》

84
加算点合計が最も低い者の加算点を申請者の評価とする。

総合評価落札方式
（ヒアリング対象工事）

ヒアリングの結果に基づき

各配置予定技術者を評価

無 効
（参加資格なし）

YES

YES

NO 申請された配置
予定技術者が
ヒアリングを欠席

YES

欠席した配置予定技
術者のヒアリング評価
を×０．０として評価

NO

YES

ヒアリング結果
に基づき配置予定
技術者を評価

申請された配置
予定技術者全員が
ヒアリングを欠席

複数の配置予定技術者

で申請している

NO

NO

申請された配置
予定技術者全員が
ヒアリングに出席

 ヒアリングの結果に基づき、配置予定技術者の評価を行う。
 複数の配置予定技術者を申請した社は加算点合計が最も低い者の加算点を評価値とする。
 複数の配置予定技術者を申請した社でヒアリングを欠席した者は、ヒアリング評価を×０．０とする。
 配置予定技術者の全員がヒアリングを欠席した社は、無効（参加資格なし）とする。

総合評価落札方式改善のヒアリングの考え方 （案）



【発注方式の試行】一括審査方式について
平成25年度から

◆一括審査方式の適用条件（下記の①～⑦の全ての条件を満たすこと。）
①支出負担行為担当官(本官)又は分任支出負担行為担当官(分任官)が同一である工事
②工事の目的・内容が同種の工事であり、技術力審査・評価の項目が同じ工事
③工事種別及び等級区分が同じ工事
④施工地域が近接する工事（本官工事は中国５県を対象）
⑤入札公告、競争参加資格申請書等の提出、入札、開札のそれぞれについて同一日に行うこととして
いる工事

⑥施工計画又は技術提案のテーマが同一となる工事
⑦「工事技術的難易度評価表」のすべての大項目及び技術提案又は施工計画を求めるテーマに関連の
ある小項目の評価が同じ工事

◆目的
一括審査方式は、受発注者の負担、事務量の軽減、受注機会の拡大を目的に実施してきたところ、平
成２６年度から配置予定技術者の登録は１名としてきた。
R1.7より不調・不落対策として、配置予定技術者を複数名申請できることを追加試行するものとする。

○申請できる配置予定技術者は同一の１名とし、２名以上申請した場合は、競争参加資格がないものとする。
○A工事を落札した者は、以降に落札決定を行う他の一括審査方式の対象工事の入札を無効とする。

○申請できる配置予定技術者は、複数名申請できるものとし、技術者配点の１番低いもので評価する。
○申請した配置予定技術者数と同数の工事を落札した者は、以降に落札決定を行う他の一括審査方式の対象工事の入札を無効とする。

原則

追加試行
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【技術者複数登録の場合】



一括審査方式について

＜対象工事＞

Ａ工事

Ｂ工事

Ｃ工事

＜申請者＞

配置予定技術者は、同一
の１名のみ申請

①社 ａ氏

②社 ｂ氏

③社 ｃ氏

※対象工事に対し、申請者が少ない場
合は、１社で複数工事の受注が可能

・
・
・

④社 ｄ氏

＜対象工事＞ ＜申請者＞
配置予定技術者を同一
の複数名の申請が可能

Ａ工事

Ｂ工事

①社 ａ１氏
ａ２氏

※１社１工事のみ受注が可能

原 則 不調・不落対策の特例

注）○数字は評価値の高い順

申請者・発注者双方の業務負担軽減を図るとともに当該地域の不調・不落、建設業界の状況
等を勘案のうえ、必要に応じて、申請できる配置予定技術者を複数名とすることができる。

運用拡大
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＜評価の担保＞
■労務費見積尊重宣言の取り組みを申請したにも係わらず、受注者の責により、労務費（労務賃金）が内訳明示されていない
と判断された場合、労務費見積尊重宣言の加算点の満点に相当する点を限度として工事成績評定を減点する。

＜対象工事＞

■一般土木工事（ＷＴＯ対象工事で段階的選抜方式）

＜評価方法＞

■総合評価において、下記条件①②の両方を満たす場合に、企業の能力等で加点（1.0点）

（条件①）
入札・契約手続き参加企業が自社HP等において、 「労務費見積尊重宣言」を公表していること。（審査基準日までに公表）
（条件②）
労務費（労働賃金）を内訳明示する旨を記した誓約書を提出。

【多様な発注方式】労務費見積尊重宣言促進型【新規】

■平成25年7月 「労務賃金改善等推進要綱」、平成26年4月 「建設技能労働者の人材確保・育成に関する提言」により、労務賃
金の改善等を図ってきたところ。

■建設業の労務賃金が全産業の約２割低いことを受け、平成30年9月 「労務費見積尊重宣言」を行い、日建連として取り組み
を推進している。

■令和２年10月より、日建連の取り組みを踏まえ、下請企業からの労務費見積を尊重する企業に対して、総合評価において加
点評価する。

令和２年８月から

◇建設業の労務賃金改善の推進を図るため、見積尊重宣言した企業に加点評価
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工事関連データの提供について

目 的 ：受注者の技術資料作成のための情報収集に要する時間・事務負担の軽減
※現在、情報公開法に基づき実施している場合が多いが、入札手続きの一環と位置づけ、総合評価方式における受・発注者の事務量の軽減を目的に実施

対象工事：技術提案作成の負担の大きな工事
試行対象工事 ： ＷＴＯ対象工事、トンネル工事、橋梁上部・下部工事等は原則実施

提供データ：地質調査報告書、詳細設計報告書

提供方法：インターネットによる設計成果の閲覧又は電子データの提供（提供希望企業は記録媒体持参）

【発注方式の試行】工事関連データ提供

◆平成21年度より試行実施。
アンケート結果でも、試行目的・意義を果たしている結果となっている。

③ID・Passwordを送付

○対象工事ごとに提供期間に提供する
データを外部サーバーに保存
○ID・Passwordを発行

②記録媒体にて提供データを提供

②工事関連データ提供申込み書にて申込み

①電子データの提供依頼（※記録媒体を持参）

①提供データを外部
サーバーに掲載

④送付されたID・Password
にて、掲載データの閲覧

インターネットによる
閲覧希望企業

外部サーバー

電子データ提供
希望企業

中国地方整備局 企 業
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目 的 ： 談合防止に配慮しつつ、受発注者の意思疎通向上及びより良い技術提案を期待
○入札説明書、特記仕様書、図面等を用い説明することを基本とするが、基本的な概要の他、特に留意すべき点等を補足説明することにより、
工事概要・目的や発注者の趣旨等の理解度向上を図り、より良い技術提案及び不用な質疑の減少を期待するもの。

◆インターネットを活用した入札工事説明会

入札公告

入札工事説明会参加申込み期限

入札工事説明会

申請書及び資料の提出期限

平成２１年度
２分割以上の集団面接方式で試行。

平成２２年度から試行
・談合助長とならない為の配慮
・遠方の企業への負担低減
・説明者の負担軽減
・説明ミス等が無い（録画配信のため取り直しが可能）

インターネットを活用した入札
工事説明会のメリット

【発注方式の試行】ＩＴを活用した現場説明会

対象工事：利害関係者が多いことや近接工事があるなど複雑な工事を基本
試行対象工事 ： ＷＴＯ対象工事、トンネル工事、橋梁上部・下部工事等の中から選定
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（Ｈ２３より試行）

【発注方式の試行】地域維持型建設共同企業体による競争参加
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（※R1.7より、新設・改築を除く維持修繕工事、防災工事、補修工事等に拡大）

（※R1.7より、新設・改築を除く維持修繕工事、防災工事、補修工事等に拡大）



地域維持型建設共同企業体の活用例

経常JVの場合
A社 B社

地域維持型JVの事例（一般土木C）
A社 B社

監理技術者
（専任）

主任技術者
（専任）

土木工事業（建設業法）
○（必要）

一般土木(国の競争参加資格)
○（必要）

主任技術者（非専任）

構
成

土木工事業（建設業法）
○（必要）

一般土木(国の競争参加資格)
○（必要）

土木工事業（建設業法）
○（必要）

一般土木(国の競争参加資格)
○（必要）

土木工事業（建設業法）
×（なし）

一般土木(国の競争参加資格)
○（必要）

監理技術者（専任）

【実務経験】
指定学科(大学):３年
指定学科(高校):５年
その他：10年

構
成

当該地域の不調・不落等、建設業界の状況を勘案のうえ、従来は、保守（維持）工事のみに
適用していたが、維持管理に該当しない新設・改築を除く、維持修繕工事、防災工事、補修
工事等に適用できるものとする。

主任技術者（非専任） 監理技術者（専任）

【実務経験】
指定学科(大学):３年
指定学科(高校):５年
その他：10年

運用拡大
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地域維持型ＪＶ（技術者配置のイメージ※請負代金2,500万円以上・下請代金3,000万円以上の例）

構成員Ａ

構成員Ａ
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地域維持型ＪＶ（技術者配置のイメージ※請負代金2,500万円以上・下請代金3,000万円以上の例）

構成員Ａ
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【発注方式の試行】入札書と技術資料の同時提出

◇平成２４年１２月２８日付け「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続きの見直しに係る試行の実施について」を受
けて、事務所が発注する一般土木工事を対象に各事務所１件入札書と技術資料の同時提出の試行を実施。

◇平成２６年２月６日付け「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続きの見直しの実施について」において、入札書
と技術資料の同時提出に関する方針が示された。中国地方整備局では以下のとおり実施する。
◇平成27年度から、営繕関係（土木営繕含む）についても、原則適用。
（適用） 営繕関係以外の対象工事：総合評価落札方式のうち施工能力評価型で、３億円未満の工事。

営繕関係の対象工事：総合評価落札方式のうち施工能力評価型で、２億円未満の工事。
◇平成29年度から対象工事を 総合評価落札方式のうち施工能力評価型全て に拡大する。

 入札書と技術資料の同時提出

①入札説明書の交付と同時に見積に必
要な図面、数量、仕様書等の交付を
行う。

②競争参加資格確認申請書と技術資料
等は、別々に提出する。

③「技術資料・施工計画」、「入札書」及び
「工事費内訳書」を同時提出とする。

開 札

（同時提出）

①入札公告

開 札

③「技術資料・施工計画」、「入
札書」及び「工事費内訳書」を
同時提出

入札書との同時提出

予定価格作成
時期の後倒し

技術資料・施工計
画の審査・評価

入札公告

競争参加資格確認申請書及び
技術資料・施工計画の提出

入札書の提出

技術資料・施工計画の審査・評価

競争参加資格の確認結果の通知

予定価格作成

予定価格
作成

②競争参加資格確認申請書
の提出

競争参加資格の
確認結果通知

（現状の手続きの例）

※入札書提出後は辞退出来ない。
ただし、落札決定までの期間に

配置予定技術者が他の工事を落札
し配置出来なくなった場合で、申し出
を行った場合を除く。
○中国地方整備局競争契約入札心得より

平成24年度から
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【発注方式の試行】入札書と技術資料の同時提出 電子入札システム

◇電子入札システム（同時提出型システムフロー図）

調達案件情報 登録

競争参加資格確認
申請書 受領

競争参加資格確認申請書
受付票 発行

競争参加資格確認申請書
受付票 受領

競争参加資格確認
申請書 提出

発 注 者 競争参加希望者

※技術資料、施工計画は入札書提出時に添付する。

開 札

入札書、
技術資料、施工計画、
工事費内訳書の同時提出

技術資料

施工計画

工事費内訳書

※技術資料、施工計画は入札書提出時に一連の操作として
添付する。（技術資料は必須添付）

※入札書提出時の技術資料・施工計画添付は初回入札のみ。

入札書受付票 発行（自動）

入札締切通知書 発行

競争参加資格確認通知書 発行 競争参加資格確認通知書
受領

工事費内訳書確認

入札書受付票 受領

入札締切通知書 受領

調達案件情報
検索／参照

入札書、
技術資料、施工計画、
工事費内訳書 受領

★添付容量は３ＭＢに拡大

凡例
発注者側作業

競争参加希望者側作業

技術資料・施工計画のダウンロード
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【技術提案】技術提案の評価

１提案の満点
が１２点の場合

加算点

評価しない － 協議結果により実施可能

認めない × 実施不可

良 △ 6.0

可 ・ 0.0

項目

３段階評価

優 ○ 12.0

加算点

秀 ◎ 12.0

優 ○ 9.0

４段階評価

項目

良 △ 6.0

認めない × 実施不可

可 ・ 0.0

評価しない － 協議結果により実施可能

＜技術提案の評価を細分化＞

総合評価落札方式 提出資料 評価 契約書への添付
工事着手に先立ち提出する
施工計画書への記載

技術提案評価型（Ｓ型） 技術提案
提案毎に優・良・可で
評価し点数化

必要 必要

施工能力評価型（Ⅰ型） 施工計画
可、不可で評価

（不可の場合失格）
不要 必要

※施工能力評価型（Ⅱ型）は施工計画を求めない。

＜技術提案（施工計画）の取り扱い＞

◇トンネル工事・Ｐ Ｃ工事については、技術提案の評価を３段階から優評価を細分化（４段階）し、更なる競争性を確保。
（試行）（Ｈ２５～）

◇鋼橋上部工事についても、平成２８年度より３段階評価から４段階評価へ変更し、技術評価点の分散化をはかる試行を
実施。
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【技術提案】評価方法の工夫
《 オーバースペック防止のための評価方法の工夫》

１）背景及び必要性
建設投資が減少し企業の競争環境が厳しさを増すなかで、「総合評価落札方式」の技術提案において高い評価
を得ようと、過度なコスト負担を要する（オーバースペックな）技術提案がなされるケースも見受けられる現状
にある。

２）オーバスペックの弊害
○提案の履行に過剰な費用を要す場合において、契約額の範囲で必要な品質を確保しようとすれば、受注者の
利益が損なわれる可能性。

○さらには、技術提案以外の部分での疎漏・粗雑な施工（技術ダンピング）、受注者の赤字や下請企業へのしわ
寄せに繋がる可能性。

『過度なコスト負担を要する（オーバースペックな）技術提案』の抑制が必要

３）発注者の取り組み
◆技術提案数は最大５提案（１項目当たり）を原則

◆現場条件により必要と判断される要求レベルのものは標準案として積算計上し条件明示
◆過剰な要求レベル（数値等）を設定しない（舗装工表層の平坦性、濁水処理における水質（ｐＨ、ＳＳ）等）

※入札参加者が過剰な上限値を設定する形にならないように留意

◆事例等のHPへの公表（入札説明書にＵＲＬを記載し入札参加予定者へ紹介）
◆オーバースペックと評価した提案の通知（全工事）

視点の設定例
技術提案項目：下部工コンクリートの品質・耐久性向上

視点①：配合に関する工夫

視点②：運搬、打設、締固め、打ち継ぎ処理に関する工夫

視点③：養生に関する工夫

視点④：鉄筋、型枠に関する工夫

視点⑤：●●●の工夫（上記の視点以外での工夫）
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４）受注者への周知

【技術提案】評価方法の工夫

通知の記載例）
－（評価しない）：●●の使用
【理由】・・・・・は・・・・・・であり、オーバースペックな技術提案と判断し「評価しない」としたものです。

【入札説明書記載例】
過度なコスト負担を要する（オーバースペックな）技術提案（以下「オーバースペックな技術提案」という）と判断した場合は「より
優位な評価はしない」又は「評価をしない」場合がある。
「オーバースペックな技術提案」に関する事項については、中国地方整備局のホームページ（http://www.cgr.mlit.go.jp/・・・・・）に
掲載している。
【また、本工事においては「○○を設置」、「○○を○○に変更」に関する技術提案を提出した場合「オーバースペックな技術提
案」と判断し、「評価をしない」場合がある。】※【 】は工事特性等を考慮して必要に応じ個別の工事において、記載する場合がある。

５）オーバースペックな技術提案の例（ＨＰ公表）
①同一の部位において、同一の目的で使用する材料の併用や複数の提案を実施することによる改善効果に対して過剰な費用を
要すると判断される技術提案
Ⅰ：コンクリートの配合において、使用する必要性が低いと判断される同一部位へのコンクリート混和材料の併用に過剰な費用を要す提案
Ⅱ：トンネル工事における養生のための設備と材料の併用に過剰な費用を要す提案
Ⅲ：ＰＣ上部工における特殊なケーブルやシースの併用に過剰な費用を要す提案

②要求水準に対し過剰な品質・性能を実現する設計図書や示方書等の規定の範囲を超えた高価な材料の使用など、使用する
必要性が低いと判断される提案の実施に過剰な費用を要すると判断される提案
Ⅰ： コンクリートの配合における低発熱セメントを使用した高強度コンクリートへの変更に過剰な費用を要す提案
Ⅱ： コンクリートの配合において、使用する必要性が低いと判断される部位へのコンクリート混和材料の使用に過剰な費用を要す提案
Ⅲ： トンネル覆工コンクリート全面にわたるコンクリート表面改質剤（コンクリートの劣化抑制を目的とした表面含浸剤）
の塗布に過剰な費用を要す提案

Ⅳ： 鋼橋上部工事における塗装等の追加に過剰な費用を要す提案
（例）上部工鋼材全面又は大部分にわたる塗装等の追加 （提案範囲の理由に妥当性がない場合を含む）

Ⅴ： 鋼橋上部工事において、主鋼材の材質変更を行い過剰な費用を要す提案
Ⅵ： 提案範囲の理由に妥当性がないもの 98



◇技術提案の評価結果は、「－：評価しない」又は「×：認めない」とした提案について、競争参加資格確認結果の通知に
併せての参加者に通知しているところであるが、平成２２年度より加点評価した項目についても通知する。

【「理由または条件」欄】
技術提案に基づく入札の可否については、下記
によること。

記
〔凡例〕
○ ：可（加算評価する、履行義務あり）
・ ： 可（加点評価しない、履行義務あり）
－ ： 可（評価しない、協議結果により実施可能）
× ： 否（認めない、実施不可）

１．○○○○の品質・耐久性向上
○ ： □□の使用
・ ： ▽▽の使用
○ ： △△による施工
○ ： □□による施工
× ： ▲▲の使用
【理由】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

通知事例

【技術提案】評価結果の競争参加者への情報提供

◆「技術提案の評価結果の通知」に伴い、提案企業からの疑問点等を問い合わせることの出来る専用の窓口を設置。
・企 画 部 技術開発調整官
・営 繕 部 営繕品質管理官

ＦＡＸ・メールにより受付

《提案者に対する技術評価結果の通知》

《提案企業から疑問点等を問い合わせることが出来る専用の窓口を設置》
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【技術提案】評価結果の競争参加者への情報提供

◇技術提案の評価結果は、競争参加資格を有している企業に通知しているところであるが、工事契約後に技術提案等の加
算点については、辞退者・無効者・予定価格超過者には公表していなかった。
しかし、H22年度より、技術提案毎に「加算点有り」等を通知していることから、面談時等に問い合わせが増加。
よって、「情報の充実」を図るため、評価を行った社（辞退者を除く）に対しては、工事の加算点を公表する。

《通知した会社への加算点を公表》

（A） （単位：円）（B）
（A）/

(単位:億円)（B）

（株）○○組 追加資料未提出 無効

○○組（株） 100 15.0 15.0 20.0 6.0 1.0 1.5 1.0 2.0 0.0 1.0 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 3.0 2.0 0.0 0.0 69.5 169.5 366,000,000 46.311 ○ ○ ○ 平成23年2月22日 落札

（株）○○○ 100 15.0 15.0 25.0 2.0 0.0 0.0 1.0 3.0 0.0 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 2.0 0.0 0.0 68.0 168.0 363,800,000 46.179 ○ ○ ○

○○工業（株） 追加資料未提出 無効

○○建設（株） 100 15.0 15.0 15.0 4.0 0.0 1.5 1.0 4.0 0.0 1.0 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 2.0 2.0 1.0 0.0 63.5 163.5 365,200,000 44.769 ○ ○ ○

□□土木（株） 100 15.0 15.0 22.5 4.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 3.0 2.0 0.0 0.0 64.5 164.5 374,000,000 43.983 ○ ○ ○

○○建設（株） 予定価超過

△△工業（株） 100 15.0 15.0 7.5 4.0 0.0 3.0 1.0 2.0 0.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 3.0 2.0 0.0 0.0 59.5 159.5 362,900,000 43.951 ○ ○ ○

（株）◇◇◇建設 辞退

加算点
合計

備考 摘要

入札価格 評価値
評価値
≧
基準
評価値

予定
価格
以下

調査
基準
価格
以上

第１回

業　者　名
基礎点
(標準点)

配置予定技術者の能力
（加算点3）

工事
成績

工事成
績優秀
企業認
定制度

施工団
体又は
安全管
理優良表
彰

企業の施工実績
（加算点2）

下請
表彰

施工体制
（施工体制評価点）

優秀建設
又は安全
管理優良
技術者表
彰

継続
学習
(CPD)

技術提案
品質確保
の実効性

施工体制
確保の
確実性

企業の
技術力
（加算点
4）

現場打函渠工
コンクリートの
品質・耐久性
向上に関する
施工計画
（加算点1）

工事
成績

企業の近
隣地域で
の施工実
績

有用な
新技術
の活用

災害活動
の実績

基礎点
(標準点)
＋加算点現場技

術者の
能力（加
算点６）

河川・道路
維持工事
の施工実
績

地元一次
下請企業
の活用率

地元の新
卒者の雇
用

地域精通度・地域貢献度（加算点5）

地域内にお
ける本支
店、営業所
の所在地の
有無

元請企業
（又は一次
下請企業）
の地元資材
の活用

不正又
は不誠
実な行
為等に
よる減
点

（株）○○組 － － － 【25.0】 2.0 0.0 3.0 1.0 0.0 0.0 1.0 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 3.0 2.0 0.0 0.0 追加資料未提出 無効

○○組（株） 100 15.0 15.0 20.0 6.0 1.0 1.5 1.0 2.0 0.0 1.0 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 3.0 2.0 0.0 0.0 69.5 169.5 366,000,000 46.311 ○ ○ ○ 平成23年2月22日 落札

（株）○○○ 100 15.0 15.0 25.0 2.0 0.0 0.0 1.0 3.0 0.0 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 2.0 0.0 0.0 68.0 168.0 363,800,000 46.179 ○ ○ ○

○○工業（株） － － － 【17.5】 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 3.0 2.0 0.0 0.00 追加資料未提出 無効

○○建設（株） 100 15.0 15.0 15.0 4.0 0.0 1.5 1.0 4.0 0.0 1.0 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 2.0 2.0 1.0 0.0 63.5 163.5 365,200,000 44.769 ○ ○ ○

□□土木（株） 100 15.0 15.0 22.5 4.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 3.0 2.0 0.0 0.0 64.5 164.5 374,000,000 43.983 ○ ○ ○

○○建設（株） － － － 【12.5】 4.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.5 0.0 0.0 3.0 2.0 1.0 0.0 予定価超過

△△工業（株） 100 15.0 15.0 7.5 4.0 0.0 3.0 1.0 2.0 0.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 3.0 2.0 0.0 0.0 59.5 159.5 362,900,000 43.951 ○ ○ ○

（株）◇◇◇建設 辞退

※【 】加算点は、施工体制確認前の仮点である。

公表例（～H22）

見直し（H23～）
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入
札
公
告

入
札
説
明
書

特
記
仕
様
書

契
約
書

（
特
約

）

施
工
計
画
書

違約金 工事成績評定点の減点

○ ○ ○

○
※ただし、別記様式３０に

おいて「除く」とした提案に

ついては、該当箇所の白

抜き処理を行う

○ 当初契約額の10%を限度
最大10点を限度として減点
（特に悪質な場合は、最大20点を限
度）

○ ○ ○

○
※ただし、別記様式３０に

おいて「除く」とした提案に

ついては、該当箇所の白

抜き処理を行う

○
当初契約額の10%を限度
（要求要件からの遅延日数に応
じ、年5.0%の割合で計算した額）

最大10点を限度として（0.1点単位）
（特に悪質な場合は、最大20点を限
度）

－ － － なし ○

特定専門工事業者の
技術的所見（簡易な施工計画）
【技術提案評価型】

○ ○ ○ ○ ○ 当初契約額の10%を限度
最大10点を限度として減点
（特に悪質な場合は、最大20点を限
度）

特定専門工事業者の施工計画
【施工能力評価型】

－ － － なし ○

特定専門工事業者との請負契約 ○ ○ ○ ○ ○ なし

特定専門工事業者の予定技術者の配置 ○ ○ ○ － なし

○ ○ ○ － ○ なし 最大10点を限度として減点

○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ － －

地元企業等活用計画（地元企業一次下請活用率）

入札の無効又は、契約を結ばない又
は、契約を解除するとともに指名停止
措置要領に基づく指名停止を行うこと
がある。

項　　　目

技能者の従事計画

なし
加算点の満点に相当する点を限度と
して減点

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし

履行義務は発生するが、総合評価のペナルティーとしての違約金、工
事成績評定の減点は行わない。
（工事成績評定の通常の考査項目に反映）

情報化施工技術の活用

現場担当技術者の活用

若手技術者等の雇用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし

履行義務は発生するが、総合評価のペナルティーとしての違約金、工
事成績評定の減点は行わない。
（工事成績評定の通常の考査項目に反映）

下請企業表彰企業の活用

地元企業等活用計画（地元資材活用）

施工計画
【施工能力評価型】

技術提案(具体的な施工計画)
　※定性評価の場合
【技術提案評価型】

備　　　考

不履行の場合のペナルティー評価内容の担保の記載

特定専門工事審査型

専任補助者

「可」の評価を受けた項目は、履行義務は発生する
が、総合評価のペナルティーとしての違約金、工事成
績評定の減点は行わない。
「可」は、共通仕様書と効果が同等の評価であるた
め、工事成績評定の通常の考査項目で反映させる。

技術提案(具体的な施工計画)
　※定量評価の場合（施工日数の短縮）
【技術提案評価型】

評価内容の担保
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平成29年度～
調査基準価格

直接工事費97% 共通仮設費90% 現場管理費90% 一般管理費55%

平成31年度～
特別重点調査判定基準

直接工事費90% 共通仮設費80% 現場管理費80% 一般管理費30%

調査基準価格

特別重点調査
相当価格

原則

0点

０点

新調査基準価格
算定基準

Ａゾーン

Ｃゾーン

90%

97%

特別重点調査
判定基準

80%

従
来
の
施
工
体
制
調
査
を

継
続
し
て
実
施

（
調
査
基
準
価
格
未
満
の
場
合
に
実
施
）

Ｂゾーン

無条件で30点

90%

30%

55%

80%

90%

原則として
調査を行わない 30点

【施工体制確認型】施工体制評価点の付与

〔Ａゾーン〕
･特別重点調査判定基準を１項目以上、
下回る場合は、必要に応じて内訳書等
の提出を求め、確認する。
･３０点を付与
※ただし、工事費内訳書と入札書に乖離
がある場合等、疑義がある場合は、ヒア
リングにより、必要に応じ「厳格な調査」
を実施。

〔特別重点調査判定基準以上
調査基準価格算定基準未満〕

・原則、調査は不要。
・３０点を付与

〔調査基準価格以上〕
・無条件で３０点を付与

〔B・Cゾーン〕
・厳格な調査を実施
・提出資料
下請予定業者一覧表
配置予定技術者名簿
資材購入予定一覧
品質確保体制（品質管理のための人員体制）
安全衛生管理体制（安全衛生教育等）
全１３種類の資料を２日間で提出
・ヒヤリングの実施

施工体制評価項目

「品質確保の実効性」 15点／5点／０点の３段階評価
「施工体制確保の確実性」 15点／5点／０点の３段階評価
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低入札価格調査基準とは

■ 予算決算及び会計令第８５条に規定。
■ 「当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合」の基準。
■ この基準に基づいて算出した価格を下回った場合には、履行可能性についての調査を実施。
履行可能性が認められない場合には、失格。

低入札価格調査基準について

【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.70

・一般管理費等×0.30

上記の合計額×1.05

H21.4～H23.3
【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.80

・一般管理費等×0.30

上記の合計額×1.05

H23.4～
【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.80

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.08

H25.5.16～

○H31年4月1日以降に入札公告を行う工事を対象に、低入札価格調査基準の予定価格に対する範囲を
7.5/10～9.2/10の範囲へ引き上げ。

・計算式により算出した額が上記の「範囲」を上回った（下回った）場合には、上限（下限）値で設定。

【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.08

H28.4.1～
【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.97

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.08

H29.4.1～

機械経費 0.95
労務費 1.0
材料費 0.95

【施工体制確認型】低入札価格調査基準

■低入札価格調査基準（工事）

【範囲】

予定価格の

7.5/10～9.2/10

【計算式】

・直接工事費×0.97

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.08

H31.4.1～

機械経費 0.95
労務費 1.0
材料費 0.95
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【施工体制確認型】施工体制確認型総合評価落札方式の概要
総合評価落札方式おいて、調査基準価格を下回る応札者に対して品質確保体制を厳しく審査・評価し、技術評
価点に適切に反映させることによりダンピングによる品質の低下を排除

＝ 評価値 ⇒ 評価値が最高の者が落札者

技術評価点

入札価格

〔導入前〕

技術評価点 ＝ 標準点１００点 ＋ 技術提案加算点 １０～５０点

〔導入後〕

技術評価点 ＝ 標準点１００点 ＋ 技術提案加算点 １０～７０点 ＋ 施工体制評価点 ３０点

品質確保の体制
までは未確認

入札者の技術力を活かした提
案への配点を引き上げ

品質確保の体制を審査
要素として加味

○低入札調査基準価格（Y）

予定価格の70％から90％までの範囲内
で工事ごとに下記の算定式で定める。

（直接工事費×95％
＋共通仮設費×90％
＋現場管理費×80％
＋一般管理費等×30％）×1.05

100点

～200点

～170点

予定価格
価格

Y

施工体制評価点

技術評価点

標準点

B落札者

C

A

A
’

1

４０～６０点

○低入札調査基準価格（Ｙ）

予定価格の75％から92％までの範囲内で
工事ごとに下記の算定式で定める。

（直接工事費×９７％
＋共通仮設費×９０％
＋現場管理費×９０％
＋一般管理費等×５５％）×1.08
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